
評価年度

必要性 推進状況
計画書
掲載頁

ア
持続可能で安定性のある農業経営が展開できる取り組みを進めま
す。（農業「経営」） 5 5 33

ウ
商業活動の活性化を促進するため、商工会をはじめとする組織の
活動を支援します。（商業） 5 5 37

エ
商店街の活性化をはかるため、音更市街地を主とした空き店舗対
策などを進めます。（商業） 5 4 37

オ 雇用の拡大が伴う企業の誘致に努めます。（工業、企業誘致） 5 4 39

カ
より魅力ある観光地づくりを進めるため、環境整備、食、企画など
に積極的に地域資源を活用します。（観光） 5 4 41

キ
新事業の創出を目的とした異業種間の交流や農商工観連携を進
めます。（産業連携） 5 4 43

ク
農畜産物の高付加価値化をめざし、産学官との連携による研究を
進めます。（産業連携） 5 4 43

ケ
農畜産物や地場産品などの販売や食に接する機会を増やすた
め、新たに魅力を発信する拠点づくりに努めます。（産業連携） 5 3 43

5.00 4.11
重点項目の

推進状況の評価 Ｂ

重点項目の
推進状況

産業の振興と雇用の場づくりでは、現在の経済情勢から大幅な雇用増につながる誘致は難しい面があるが、平成２４年度はＩＣ工業団地に３社が進出、７名の新規雇
用が実現し、着実に施策の推進が図られている。また、新たな魅力発信拠点づくりは、役場内部による本格的な検討作業が開始された。その他の施策についても概
ね順調に進んでおり、基幹産業の農業においては、安定した生産を確保し、強い農業基盤を構築するとともに、農畜産物の高付加価値化につながる取組を推進して
いる。

重点施策

重点施策（分野）

第５期総合計画：重点施策推進管理評価調書【重点項目１】

重点項目
１ 産業の振興と雇用の場が広がるまちづくり

各産業の経営の安定を促進するとともに、それぞれの産業の連携をはかり、産業の振興と雇用の場づくりを進めます。

Ａ 順調に進んでいる（4.50～5.00）
Ｂ 概ね順調に進んでいる（4.00～4.49）
Ｃ 推進が必要（3.00～3.99）
Ｄ 更なる推進が必要（0～2.99）

重点施策の必要性及び推進状況の平均

平成２４年度

戸別所得補償制度の着実な実施により、施策の推進が図られている。今後は大幅な制度改正等も見込まれることか
ら、情報を把握し適正な活用に努める必要がある。

農業年輪塾については、海外研修も行い、農業後継者の育成、交流に寄与している。引き続き内容の充実等を図る必
要がある。

農業後継者の確保のため必要な事業が進められている。参加者数が減少していることから、他自治体との連携を図り
ながら内容の充実に努める必要がある。

商工会組織の基盤強化に繋がる会員数が増えており、引き続き商工会補助を通して商業活動の活性化を推進するた
め支援する必要がある。

イ
後継者を育成、確保するため、研修の開催や活動、交流を促進し
ます。（農業「経営」） 45

地域資源を活かした商品開発や環境整備が図られている。今後も関係機関・他団体と連携し、観光客のニーズに合っ
た取組を進め、温泉市街地の環境整備のため、関係団体と連携を図りながら検討する必要がある。

農商工観連携による新事業の創出は、地域資源のブランド化と雇用の場の確保につながるものであり、引き続き関係
団体等と連携し、関連する取組を進める必要がある。

地場産品を利用したスープのＰＲ及び市場調査が行われた。開発された特産品を商品化するかどうかも含め、引き続
き関係機関と連携し、農畜産物の高付加価値化の取組を進める必要がある。

新たな魅力発信拠点づくりは、既存の特産センター（道の駅）のあり方も含め緊急の課題となっている。平成２４年度よ
り役場庁内による検討が開始された。今後はより具体的な手続を進めていく必要がある。

総合評価（施策の方向性）

33

空き店舗の活用が進められており、引き続き商店街の活性化に努める必要がある。

企業のIC工業団地への誘致は進められている。現在の企業経営や経済情勢等から大幅な雇用増につながる企業誘
致は難しい面もあるが、雇用の場の確保は本町における喫緊の課題であることから、引き続き企業の情報収集と制度
PRに努め、企業誘致による雇用増の取組が必要である。



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 216 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

数値２

重 点 項 目 １ 産業の振興と雇用の場が広がるまちづくり 担当部署 農政課

重 点 施 策 ア 持続可能で安定性のある農業経営が展開できる取り組みを進めます。
1

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 農業総生産額 「音更町農業概要」の農産および畜産を合わせた総生産額

24年度実績

5.9% 12.7%

25年度実績 26年度実績 27年度見込

億円 204 230

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１ （基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H23】戸別所得補償制度の導入

特記事項

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

本町の基幹産業である農業を維持し、持続可能な農業経
営を展開する取組を更に進めるために必要な施策であ
る。

( 5 )
各種制度資金に対する利子補給や戸別所得補償制度
等の事業を着実に実施したことにより、施策の推進が図
られた。

24年度 5 同上 5

各種制度資金に対する利子補給や戸別所得補償制度
等の事業を着実に実施したことにより、施策の推進が図
られた。小麦の生産が良好だったこともあり、総生産額
は大きく上がっている。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 平成24年度は、前年度より１４億円増となった。これには、小麦の生産が収量・品質共に良好だったことが背景となっている。

施 策 の 課 題
現施策により推進していくが、国の施策が変更となる場合があり、計画的な設備投資ができないなど、受益者が影響を受けや
すい。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

戸別所得補償制度の着実な実施により、施策の推進が図られている。今後は大幅な制度改正等も見込まれることから、情報
を把握し適正な活用に努める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 農業経営基盤強化資金利子補給 10,633 10,284 9,790

02 次世代農業者支援対策資金利子補給 1,495 1,156 758

04 大家畜（養豚）特別支援資金 6 110

03 冷湿害等農業経営維持資金利子助成 473 312 139

05 農業再生協議会交付金 4,164 3,603

06 【】

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 12,601 15,922 14,400

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H24】本年度貸付から全額国費による利子助成となり、
今後の利子補給件数は減少していく。

02 次世代農業者支援対策資金利子補給件数 件 78 78 54
平成12年度で貸付は終了しているため、今後の利子補
給件数は減少していく。

01 農業経営基盤強化資金利子補給件数 件 283 292 289

平成21年度限定の貸付であるため、今後の利子補給件
数は減少していく。

04 大家畜（養豚）特別支援資金件数 件 6 9
平成24年度貸付分で貸付事業は終了する予定であった
が、平成25年度から平成29年度まで事業延長となる。

03 冷湿害等農業経営維持資金利子補給件数 件 55 54 45

町内の農業者への交付金

06 【】

05 農業者戸別所得補償交付金額 億円 58 67

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 3 3 3

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 6 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

数値２

重 点 項 目 １ 産業の振興と雇用の場が広がるまちづくり 担当部署 農政課

重 点 施 策 イ 後継者を育成、確保するため、研修の開催や活動、交流を促進します。
1

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 学習会、研修会の回数 農業年輪塾における学習会、研修会の回数

24年度実績

△62.5%

25年度実績 26年度実績 27年度見込

回 16 16

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１ （基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
2年度で1期分の回数。（第7期はH23.11からH25.3までのため、23年度と24年度を合わせて1期分の回
数となる。）

特記事項

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

後継者の育成、確保のため、年輪塾で研修や交流の場
を設けることは必要な施策である。

( 5 )

町で主催している年輪塾をはじめ関係機関の青年団活
動等を通して、農業技術や経営など様々なテーマで学
習会・研修会を行い、後継者の育成及び交流が図られ
ている。

24年度 5 同上 4

町で主催している年輪塾をはじめ関係機関の青年団活
動等を通して、農業技術や経営など様々なテーマで学
習会・研修会を行い、後継者の育成及び交流が図られ
ている。また、海外研修を行い、海外の先進技術を学
び、音更の後継者育成に寄与している。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
音更町農業年輪塾は、平成23年度11月から第7期がスタートし、平成25年３月までの期間で学習会や研修会等を実施した。平
成24年度は塾生11名で16回の学習会を行い、うち１回はドイツ・フランス・オランダで海外研修を行った。

施 策 の 課 題 後継者の育成及び交流が図られており、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

農業年輪塾については、海外研修も行い、農業後継者の育成、交流に寄与している。引き続き内容の充実等を図る必要があ
る。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 農業後継者育成対策事業補助 700 700 700
【平成24年6月道教委発表の公立高等学校配置計画案
で、音更高校農業科の平成27年度募集停止が盛り込ま
れた。】

02 人材育成事業 2,700 0 3,000 【隔年で年輪塾海外研修補助を実施】

04

03 経営改善支援センター活動推進事業 219 348 183

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 3,619 1,048 3,883

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02 農業年輪塾の学習会等開催回数 人 16 6 16
【第７期はH23.11からH25.3まで
学習会14回、管外研修1回、海外研修１回】

01 音更高等学校農業科生徒数 人 75 76 74

04

03 新規就農者数 人 13 13 16

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 2 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 2 3 2 3
2 3 3 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 2.33 3 2.33 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 18 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

数値２

重 点 項 目 １ 産業の振興と雇用の場が広がるまちづくり 担当部署 農業委員会

重 点 施 策 イ 後継者を育成、確保するため、研修の開催や活動、交流を促進します。
1

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 交流会参加者数 十勝管内及び道外の交流会に参加した音更町の農業者数

24年度実績

△21.7% △34.8%

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 23 15

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１ （基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【】

特記事項
【】

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

農業振興の確立のためには、農業後継者対策の円滑な
推進を図る必要がある。

( 5 )
２２年度実績と比較して参加者は減少しているが、開催
規模等の関係もあり、毎年この程度の人数で開催して
いる。

24年度 5 同上 4

２３年度実績と比較して参加者は減少しているが、開催
規模等の関係もあり、毎年この程度の人数で開催して
いる。２４年度には交流会を通して結婚した農業者もお
り、施策の推進が図られている。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
大阪交流会は、平成６年度から、音更町・士幌町・上士幌町・鹿追町の４町が共同で事業を開始した。平成２４年度までの実績
は、音更町から６８名、全町では２００名が参加している。

施 策 の 課 題 農業後継者の確保のため、交流先の検討など内容の充実を図りながら、今後も現施策により推進する必要がある。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

農業後継者の確保のため必要な事業が進められている。参加者数が減少していることから、他自治体との連携を図りながら
内容の充実に努める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 農業後継者推進協議会補助 1,000 700 700

02

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 1,000 700 700

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02

01 交流会参加者数 人 23 18 15

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 532 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

数値２

重 点 項 目 １ 産業の振興と雇用の場が広がるまちづくり 担当部署 商工観光課

重 点 施 策 ウ 商業活動の活性化を促進するため、商工会をはじめとする組織の活動を支援します。
1

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 商工会員数 音更町商工会の会員数

24年度実績

2.9% 5.4%

25年度実績 26年度実績 27年度見込

事業所 517 545

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１ （基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

特記事項

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

本町の商工業振興のために必要な支援である。 ( 5 )
経営指導や、金融指導を通じて、商工業の振興に寄与
している。

24年度 5 同上 5
経営指導や金融指導を通じて、商工業の振興に寄与し
ている。商工会員数は、平成24年度は23年度に比べて
13事業所増加している。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 地道な巡回訪問による経営指導などで、会員が増加している。

施 策 の 課 題 商工業の振興に寄与しており、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

商工会組織の基盤強化に繋がる会員数が増えており、引き続き商工会補助を通して商業活動の活性化を推進するため支援
する必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 商工会補助 16,936 22,238 20,470

02

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 16,936 22,238 20,470

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02

01 商工会員数 事業所 517 532 545

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 3 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

数値２

重 点 項 目 １ 産業の振興と雇用の場が広がるまちづくり 担当部署 商工観光課

重 点 施 策 エ 商店街の活性化をはかるため、音更市街地を主とした空き店舗対策などを進めます。
1

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 空き店舗活用事業利用事業所数 空き店舗活用事業を活用した事業所数

24年度実績

△50.0% 116.7%

25年度実績 26年度実績 27年度見込

事業所 6 13

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１ （基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

特記事項

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

空き店舗の活用を図ることへの支援は、まちの活性化に
必要である。

( 5 ) 制度の利用による空き店舗の活用が図られている。

24年度 5 同上 4
制度の利用による空き店舗の活用が図られている。空
き店舗事業を活用した事業所数は、平成24年度は23年
度に比べて10事業所増えている。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 空き店舗調査や、不動産業者への空き店舗活用事業の周知などにより、利用事業所数は増加している。

施 策 の 課 題 空き店舗の活用が図られており、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

空き店舗の活用が進められており、引き続き商店街の活性化に努める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 空き店舗活用事業補助 1,702 2,934 5,301

02 商工業振興推進事業（緊急地域雇用特別対策推進事業） 4,470 4,001 4,869

04

03
商店街活性化対策調査事業及び地域商店街の再生振興
対策事業

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 6,172 6,935 10,170

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02 新規失業者雇用者数 人 1 1 1

01 空き店舗活用事業利用事業所数 事業所 6 3 13

04

03
商工会が行う活性化の取り組みに係る委員会等
の設置

事業 1 3 2

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 9 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

数値２

重 点 項 目 １ 産業の振興と雇用の場が広がるまちづくり 担当部署 商工観光課

重 点 施 策 オ 雇用の拡大が伴う企業の誘致に努めます。
1

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 優遇支援措置適用事業所数 音更町工業立地促進条例に基づく優遇支援措置の適用を受けた事業所数

24年度実績

△10.0% 40.0%

25年度実績 26年度実績 27年度見込

件 10 14

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１ （基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

特記事項

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

雇用の拡大や産業振興を図るため、引き続き優遇支援
措置を講ずることが必要である。

( 4 )
企業の誘致実績はあるが、現在の企業の経営形態等
から、大幅な雇用の増加につながらない状況にある。

24年度 5 同上 4

平成２４年度はＩＣ工業団地に３社が進出、７名の新規雇
用が実現した。
現在の企業の経営形態等から、大幅な雇用の増加につ
ながらない状況にあるが、ＩＣ工業団地の分譲率は２４年
度末で67.05％となっており、企業誘致は進んでおり、施
策の推進が図られている。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 近年のＩＣ工業団地への立地企業の増加に伴い、優遇支援措置の適用事業所数が増加している。

施 策 の 課 題 現施策により推進していくが、企業誘致は進められており、今後も同様の優遇支援措置が必要。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

企業のIC工業団地への誘致は進められている。現在の企業経営や経済情勢等から大幅な雇用増につながる企業誘致は難し
い面もあるが、雇用の場の確保は本町における喫緊の課題であることから、引き続き企業の情報収集と制度PRに努め、企業
誘致による雇用増の取組が必要である。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 事業所立地奨励金 2,252 1,765 1,557

02 工業団地土地購入資金利子補給 914 627 771

【H24】23年度19人の雇用増による。

04 ＩＣ工業団地販売による企業誘致

03 雇用増に伴う助成金 2,280

05 アンケート調査の実施

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 3,166 2,392 4,608

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02 優遇支援措置の対象となる企業数 社 4 4 5

01 優遇支援措置の対象となる企業数 社 6 4 3

04 ＩＣ工業団地の販売件数 件 1 1 3

03 優遇支援措置の対象となる企業の雇用増 人 - 19 -

06

05 アンケートの実施回数 回 - - -

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 2 2 2

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 3 1 2 2
2 2 2 2 2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 2 1 1 1

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 2 2 2 2

6
平均 2.2 1.6 1.8 1.8



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 10 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

数値２

重 点 項 目 １ 産業の振興と雇用の場が広がるまちづくり 担当部署 商工観光課

重 点 施 策 カ より魅力ある観光地づくりを進めるため、環境整備、食、企画などに積極的に地域資源を活用します。
1

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 商品開発件数（累計） モール豚、モール温泉等地域資源を活用した商品の開発件数

24年度実績

150.0% 225.0%

25年度実績 26年度実績 27年度見込

件 4 13

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１ （基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

特記事項

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

９割以上は町外集客であり、身近で気付かない地域の魅
力ある素材の発掘や商品化等を推進し、継続的に情報を
効果的にＰＲする必要性は高い。

( 5 )

地域景観や食、新たな素材発掘など各地域資源を活か
した取り組みはここ数年で一定の効果は上がっている。
今後も更に魅力を活かした企画や情報発信が望まれ
る。

24年度 5 同上 4

地域景観や食、新たな素材発掘など各地域資源を活か
した取り組みはここ数年で一定の効果は上がっている。
今後もモール豚、モール温泉等地域資源を活用した商
品の開発が望まれる。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 民間における商品開発が進められている。

施 策 の 課 題 地域資源を活かした取組は進んでおり、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

地域資源を活かした商品開発や環境整備が図られている。今後も関係機関・他団体と連携し、観光客のニーズに合った取組
を進め、温泉市街地の環境整備のため、関係団体と連携を図りながら検討する必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 モール市場及び周辺施設等整備 3,000

02 花を活用した観光地づくり 300 226

04 ホタルが自生する環境づくり

03 シーニックバイウエイ協議会負担金 100 100

05 フットパスの環境等整備

06 地域資源活用事業
モール豚製品開発、モール温泉入浴剤商品化、より解り
やすいモール温泉湧出メカニズムの表示改修など

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 400 3,326

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02 ひまわり種子助成事業 ｈａ 31 26 【H24】申込件数９件

01 モール市場販売実績 千円 4,041 2,983 3,454

【H24】音更町配布分は６００部

04 夢ホタル来場者実績 人 1,748 4,059 3,382
【H24】H24年度は雨天による中止などで来場者数は減
少

03 シーニックトカプチマップ作成 部 10,000 70,000

【H24】全道フットパスの集いが開催されるなど利用者は
増加傾向

06 地域資源を活用した商品の開発件数 件 4 6 3

05 フットパスイベント及び利用実績 人 500 800 1,100

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 2 3 2 3
2 2 3 2 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 3 3 3

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3

6 3 3 3 3
平均 2.67 3 2.67 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 ６ 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 １ 産業の振興と雇用の場が広がるまちづくり 担当部署 産業連携課

重 点 施 策 キ 新事業の創出を目的とした異業種間の交流や農商工観連携を進めます。
1

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 連携・促進件数（累計） 連携を促進し、異業種交流等が進んだ件数。

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績 24年度実績

100.0% 233.3%

特記事項

数値２

25年度実績 26年度実績 27年度見込

数値１

件 3 10
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

【H22】パルシステム・JAおとふけ・町 ３者協定、おとふけマルシェ、みのり～むフェスタおとふけ
【H23】音更町特産品PR事業（おとふけフェア飲食店）、麦感祭、パナソニック・十勝川温泉観光協会・
物産協会
【H24】産業振興支援補助、おとふけ応援隊、いなきび研究組、シダックス・音更町物産協会・十勝川温
泉観光協会

新事業を創設し、六次産業化を促進するため、異業種間
の交流や農商工観連携は、必要な施策である。

( 5 )

商工会ブランド研究会に参加するとともに、異業種間の
交流を進めるため、情報提供や紹介などを行った。平成
23年度は、おとふけフェアの実施のほか、農業者と商業
者の交流・連携に繋がる「麦感祭」への支援などを実施
した。

24年度 5 同上 4

異業種間の交流を進めるため、情報提供や紹介などを
行った。平成24年度は、産業振興支援補助金を設けた
ほか、おとふけ応援隊の普及や、シダックス・音更町物
産協会・十勝川温泉観光協会の連携促進等を行った。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
地域資源を活用した音更ブランドを研究する取組、異業種間の交流を進めるための情報提供や紹介などを行っており、24年
度は新たに4件の連携を行った。

施 策 の 課 題
現施策により推進していくが、今後も地域資源を活用した地域性の高い新商品や新産業創出等を目的とした事業（調査・研究
を含む。）を支援する必要がある。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

農商工観連携による新事業の創出は、地域資源のブランド化と雇用の場の確保につながるものであり、引き続き関係団体等
と連携し、関連する取組を進める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 北海道十勝食料自給推進協議会負担金 100 100

02 産業等のクラスター研究会の開催・参加

04 産業振興支援補助金（異業種交流） 200 200

03 産業連携活動事業

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 300 300

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

町、音更町農協、パルシステムによる商品開発

02 音更ブランド研究会等会議への参加 回数 1 1 4

01 開発商品数 件 - 21 9

【H22】パルシステム・JAおとふけ・町 ３者協定、おとふ
けマルシェ、みのり～むフェスタおとふけ
【H23】音更町特産品PR事業（おとふけフェア飲食店）、
麦感祭、パナソニック・十勝川温泉観光協会・物産協会
【H24】産業振興支援補助、おとふけ応援隊、いなきび研
究組、シダックス・音更町物産協会・十勝川温泉観光協
会

04 産業振興支援補助金（異業種交流） 件 1 麦感祭への補助

03 連携・促進件数 件 3 6 10

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 2 3 3 3
2 2 3 2 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3

6
平均 2 3 2.75 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 1 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

数値２

重 点 項 目 １ 産業の振興と雇用の場が広がるまちづくり 担当部署 産業連携課

重 点 施 策 ク 農畜産物の高付加価値化をめざし、産学官との連携による研究を進めます。
1

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 特産品研究件数（累計） 産学官連携により研究している特産品の数

24年度実績 25年度実績 26年度実績 27年度見込

件 0 1

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１ （基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

特記事項

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

産学館との連携を進めるため、十勝地域の産業振興の
ための支援事業を展開する十勝振興機構の運営費を負
担するとともに、農畜産物を原料とする付加価値のつい
た特産品開発を支援する必要がある。

( 5 )
町と音更・木野両ＪＡによる協議会で、規格外品等を利
用した「おとふけスープ」を試作、開発した。

24年度 5 同上 4
町と音更・木野両ＪＡによる協議会で、規格外品等を利
用した「おとふけスープ」をイベントや学校授業で紹介す
るなどＰＲ及び市場調査を実施した。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
町と両農協による協議会により、町内産作物を使ったレシピ等の研究や規格外品等を利用した商品（「おとふけスープ」）など
高付加価値化に向けた取組を行っている。

施 策 の 課 題 現施策により推進していくが、製作費や販路の検証を行い、商品化への判断を行う必要がある。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

地場産品を利用したスープのＰＲ及び市場調査が行われた。開発された特産品を商品化するかどうかも含め、引き続き関係
機関と連携し、農畜産物の高付加価値化の取組を進める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 （財）十勝圏振興機構運営負担金 2,739 2,739 2,739

02 特産品研究開発補助 - 300 300

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 2,739 3,039 3,039

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02 特産品研究等件数（累計） 件 - 1 1 おとふけスープの開発

01 研究開発件数 件 33 43 76

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2 2 3 2 2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 2 3 2.5 2.5



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 2 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

数値２

重 点 項 目 １ 産業の振興と雇用の場が広がるまちづくり 担当部署 産業連携課

重 点 施 策 ケ 農畜産物や地場産品などの販売や食に接する機会を増やすため、新たに魅力を発信する拠点づくりに努めます。
1

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 魅力発信拠点の数 特産品などの発信施設数

24年度実績 25年度実績 26年度実績 27年度見込

箇所 2 2

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１ （基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

特記事項

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

農産物や地場産品のPRを進める拠点となる新たな魅力
発信エリアを検討する必要がある。

( 2 )
先進地の視察及びおとふけマルシェ等の支援を通して
の情報収集を実施した。

24年度 5 同上 3

庁内プロジェクトチームによる検討を開始した。
ＰＴメンバーによる「類似点の多い先進地」の視察を行
い、事業着手から完了までの多様な情報について取得
した。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 数値に変更はないが、プロジェクトチームによる検討を開始し、メンバーで道内外において視察を行った。

施 策 の 課 題 今後、具体的な内容について精査、推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

新たな魅力発信拠点づくりは、既存の特産センター（道の駅）のあり方も含め緊急の課題となっている。平成２４年度より役場
庁内による検討が開始された。今後はより具体的な手続を進めていく必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 新たな魅力発信エリアの検討 - 245 129

02

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 245 129

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H23】奈良、大阪
【H24】東北、恵庭

02

01 先進地視察 箇所 - 7 8

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3 3



評価年度

必要性 推進状況
計画書
掲載頁

エ 家庭で取り組めるエコ活動を促進します。（環境保全） 5 4 47

オ
「モール温泉」を有効に活用するため、集中管理体制の強化や新
エネルギーの導入、低炭素化社会への取り組みを進めます。（観
光）

5 3 41

5.00 4.06
重点項目の

推進状況の評価 Ｂ

4.5

Ａ 順調に進んでいる（4.50～5.00）
Ｂ 概ね順調に進んでいる（4.00～4.49）
Ｃ 推進が必要（3.00～3.99）
Ｄ 更なる推進が必要（0～2.99）

重点項目の
推進状況

太陽光発電システムの町民への普及は、平成２４年度末の累計で４３６件となっている。泊原子力発電所の運転停止に伴う節電意識の高まりや、公共施設、町内会
による省エネ化の取組を進めるなど、地球温暖化対策は着実に進んでいる。

町民への情報媒体による啓発活動のほか、環境行動の取組などが進められている。町民のエネルギーに対する意識
が高まっていることから、引き続き家庭でのエコ活動を促進する必要がある。

モール温泉は、観光資源として本町における重要な地域資源であることから、源泉の保護を図るため引き続き管理体
制の適切な強化を図るとともに、温泉の有効活用を含め、新たなエネルギーの活用を関係団体等と連携し検討を進め
る必要がある。

新エネルギーの利用は今後も更なる推進が必要であるが、本町において、特にバイオマスによる新エネルギーは、新
エネルギービジョンでも単独での推進は難しいとの調査結果もあることから、関係機関と連携を図り、利用促進を含め
本町で対応可能なものを検討し進める必要がある。

太陽光発電の利用が着実に増えており施策の推進が図られている。新エネルギービジョンにおいて有効なエネルギー
と位置づけられている太陽光を中心に新エネルギーの利用を進める必要がある。

5

ア
森林や河川などの自然環境の保全と再生に努めます。（環境保
全）

イ
地球温暖化対策の取り組みを進め、公共施設などから排出される
温室効果ガスの削減に努めるとともに、町民の意識の高揚をはか
ります。（環境保全）

5 4.5

5

第５期総合計画：重点施策推進管理評価調書【重点項目２】

重点項目
２ 環境への負荷が少ないまちづくり

自然環境の保全や再生に努めるとともに、地球温暖化の防止に心がける意識づくりや取り組みを進めます。

重点施策

重点施策（分野）

重点施策の必要性及び推進状況の平均

4.3

ウ
太陽光、バイオマスなどの新エネルギーの利用を進めます。（環境
保全）

47

平成２４年度

木材生産から自然環境の保全目的へと森林の持つ役割は多面的になっており、引き続きこれらに対応した森林の計
画的な管理に努める必要がある。

１･2級河川等は国や道で管理されているが、市街地の身近にある自然環境の場として、また、水生生物の生息地とし
て重要な場所であり、施策の趣旨を踏まえた意見聴取への対応などにより、河川環境の保全が図られている。

音更町地球温暖化対策実行計画により、公共施設などの省エネ推進を図るとともに、環境行動への啓発活動など町
民意識の高揚に努めている。

町内会等による防犯灯の省エネ化は着実に進められているが、温暖化対策などへの町民意識の高まりに合わせて、
町内会等の取組が進むよう対策を検討する必要がある。

総合評価（施策の方向性）

47

47

公用車の更新に合わせてハイブリッド等乗用車への入れ替えが計画的に行われているが、車種が限定されることから
全てに対応することは難しい状況にある。今後もエコ対応車を含めて計画的な更新を図る必要がある。



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 201 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ２ 環境への負荷が少ないまちづくり 担当部署 農政課

重 点 施 策 ア 森林や河川などの自然環境の保全と再生に努めます。
2

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 除間伐の面積 町有林及び私有林の除間伐した面積

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

△40.4% △33.5%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

ha 338 225
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H24】
町有林58ヘクタールと私有林167ヘクタールの除間伐を実施した。

自然環境の保全を推進するために必要な施策である。 ( 5 )
達成率が81.8％であり、おおむね計画どおり進んでい
る。

24年度 5 同上 5

町内の民有林（町有林+私有林）11,835ヘクタールのうち
225ヘクタールを実施した。平成24年度の計画は258ヘ
クタールであり、達成率は87％でおおむね計画どおり進
んでいる。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 平成２４年度は225ヘクタールを実施した。達成率は８７％であり、おおむね計画どおり進んでいる。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

木材生産から自然環境の保全目的へと森林の持つ役割は多面的になっており、引き続きこれらに対応した森林の計画的な管
理に努める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 町有林及び私有林の健全育成と管理の推進 39,211 57,259 50,536

02

04

03

05 【】

06 【】

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 39,211 57,259 50,536

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02

01 新植事業（面積） ha 2 24 21

04

03

【】

06 【】

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 25 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ２ 環境への負荷が少ないまちづくり 担当部署 都市計画課

重 点 施 策 ア 森林や河川などの自然環境の保全と再生に努めます。
2

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 意見聴取に対する回答 河川敷地占用許可にかかる意見聴取への対応

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

92.3% 30.8%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

件 13 17
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H24】
鈴蘭川等における河川敷地占有許可について、意見聴取があり、自然環境の保全の観点から回答を
行った。

まちづくりとしての河川と周辺地域との関係、景観及び自
然環境との調整から必要な施策である。

( 5 ) 環境保全等の推進が図られている。

24年度 5 同上 4

町内の1級河川に係る河川敷地占用許可の際は、周辺
地域との関係や景観及び自然環境との調整のため、河
川管理者からの意見聴取に対して町が回答を行ってお
り、環境保全等の推進が図られている。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 平成２４年度における処理件数は１７件となっており、景観や自然環境の保全、環境保全等の推進が図られている。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

１･2級河川等は国や道で管理されているが、市街地の身近にある自然環境の場として、また、水生生物の生息地として重要な
場所であり、施策の趣旨を踏まえた意見聴取への対応などにより、河川環境の保全が図られている。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 河川敷地占用許可にかかる意見聴集への対応

02

04

03

05 【】

06 【】

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02

01 河川敷地占用許可にかかる意見聴取の件数 件 13 25 17

04

03

【】

06 【】

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 2 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 2 3 2 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

21 8,779 22 23

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ２ 環境への負荷が少ないまちづくり 担当部署 環境生活課

重 点 施 策 イ
地球温暖化対策の取り組みを進め、公共施設などから排出される温室効果ガスの削減に努めるとともに、町民の
意識の高揚をはかります。 2

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 温室効果ガスの排出量 町の公共施設から排出される年度毎の温室効果ガスの排出量

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

△15.7% △21.5%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

ｔ 10,419 8,182
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H24】各年度の排出量の公表については、翌年度末となっているため、24年度は23年度末の実績数
値となっている。

地球温暖化の取組を進めるためには、温室効果ガスの
削減は今後とも必要な施策である。

( 5 )
排出量の２１年度と２２年度の比較において、温室効果
ガスは約１６％削減されている。

24年度 5 同上 5
排出量の２１年度と２３年度の比較において、温室効果
ガスは約２２％削減されており、順調に進んでいる。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
平成23年度においては8,182ｔの実績となっており、第5期総合計画の分野における中間目標値（H24）8,886ｔを上回る削減と
なっている。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

音更町地球温暖化対策実行計画により、公共施設などの省エネ推進を図るとともに、環境行動への啓発活動など町民意識の
高揚に努めている。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 街路灯更新及び省電力化改修 35,156 9,104 61,440

02 環境行動への啓発活動及び環境行事の実施 125 214 514

04

03 地球温暖化対策実行計画の推進

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 35,281 9,318 61,954

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H24】街路灯新設（LED）7灯、省電力化更新（ナトリウ
ム）889灯、（LED）238灯

02 環境行動への啓発活動及び環境行事の実施 回 1 1 2 【H24】環境体験学習（エコサイエンス、エコクッキング）

01 街路灯更新及び省電力化改修 灯 378 210 1,134

「おとふけ環境週間」取組日数

04

03 地球温暖化対策実行計画の推進 日 13 14 14

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 2 2
2 2 3 2 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 2.5 3 2.33 2.67



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 16 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ２ 環境への負荷が少ないまちづくり 担当部署 広報広聴課

重 点 施 策 イ
地球温暖化対策の取り組みを進め、公共施設などから排出される温室効果ガスの削減に努めるとともに、町民の
意識の高揚をはかります。 2

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１
「潤いと思いやりの地域づくり事業＜
地域福祉・安全事業（街路灯・防犯
灯の省エネ化）＞」の申請件数

町内会組織などを中心とする「潤いと思いやりの地域づくり事業」における
地域福祉・安全事業（街路灯・防犯灯の省エネ化）の申請件数（年間）

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

220.0% 280.0%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

件 5 19
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

温暖化対策については、企業や自治体の取り組みより
も、個人、家庭での取り組みが遅れているため、意識高
揚や啓発が今後も必要である。

( 5 )
町内会組織を中心に街路灯・防犯灯の省エネ化の取り
組みが進み、町民の意識に浸透してきている。

24年度 5
温暖化対策については、企業や自治体の取り組みと並行
して、個人、家庭での積極的な取り組みが期待されてい
るため、意識高揚や啓発が今後も必要である。

4
町内会組織の管理する街路灯・防犯灯のＬＥＤ灯への
取替など省エネ化の取り組みが進み、町民の意識に浸
透してきている。施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
申請件数は毎年伸びており、町内会等が防犯灯などのＬＥＤ化を計画的に推進することで、地球温暖化対策への町民（町内会
等）意識が年々高まってきている。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

町内会等による防犯灯の省エネ化は着実に進められているが、温暖化対策などへの町民意識の高まりに合わせて、町内会
等の取組が進むよう対策を検討する必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01
潤いと思いやりの地域づくり事業＜地域福祉・安全事業
（街路灯・防犯灯の省エネ化）＞

231 788 787 【H25】補助率を1/2→3/4へ引き上げ

02

04

03

05 【】

06 【】

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 231 788 787

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02

01
「潤いと思いやりの地域づくり事業＜地域福祉・安
全事業（街路灯・防犯灯の省エネ化）＞」の申請件
数

件 5 16 19

04

03

【】

06 【】

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 2 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 3 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ２ 環境への負荷が少ないまちづくり 担当部署 総務課

重 点 施 策 イ
地球温暖化対策の取り組みを進め、公共施設などから排出される温室効果ガスの削減に努めるとともに、町民の
意識の高揚をはかります。 2

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１
集中管理公用車に占めるハイブリッ
ド車等の台数

全19台ある集中管理公用車におけるハイブリッド車等の導入台数（累計）

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

50.0% 50.0%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

台 2 3
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【24】
3台の内訳は、電気自動車1台、ハイブリッド車2台となっている。

環境対策等においてハイブリッド車のエコカーは有効で
あり、必要な施策であるが、担当部署によっては、ライト
バンを使用するケースもあるため、自動車市場の動向を
見極めて、必要とする車両が出てきた段階で購入を検討
したい。

( 5 )
平成23年度～25年度までの計画においては計画どおり
だが、左記のとおり今後の自動車市場の動向及び必要
性を考慮した上で購入を検討したい。

24年度 5 同上 4
平成24年度は購入はなかったが、平成23年度～25年度
までは計画どおりに進んでいる。今後は自動車市場の
動向及び必要性を考慮した上で購入を検討していく。施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 目標どおりの進捗だが、今後の自動車市場の動向及び必要性を考慮した上で購入を検討していく。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

公用車の更新に合わせてハイブリッド等乗用車への入れ替えが計画的に行われているが、車種が限定されることから全てに
対応することは難しい状況にある。今後もエコ対応車を含めて計画的な更新を図る必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 ハイブリッド車購入（集中管理車更新） 1,785

02

04

03

05 【】

06 【】

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 1,785

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H24】
電気自動車1台、ハイブリッド車2台

02

01 ハイブリッド車購入（累計） 台 2 3 3

04

03

【】

06 【】

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 0 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ２ 環境への負荷が少ないまちづくり 担当部署 企画課

重 点 施 策 ウ 太陽光、バイオマスなどの新エネルギーの利用を進めます。
2

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１
特区制度等による規制緩和数（累
計）

新エネルギーの利用を進めるため、特区制度等により協議を行い、規制緩
和等が図られた件数

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

件 0 0
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

新エネルギーの利用を進めるためには、現在の法規制
等を緩和するため特区制度の活用が必要な部分もあり、
必要な施策である。

( 3 )
平成23年度より北海道フード・コンプレックス国際戦略
特区において、規制緩和に係る国との協議が開始され
た。

24年度 5
前年度と同様に特区制度などを活用し、新エネルギーの
利用を推進する必要がある。

4

北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区におい
てＢＤＦ混合率の上限緩和（Ｂ２０）などについての協議
が終了した。（規格外燃料の公道使用の認定制度（試験
研究認定制度）の活用）

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
北海道フード･コンプレックス国際戦略総合特区において新エネルギー関係で８件の協議がなされ、４件の実現可能を含め協
議が終了した。

施 策 の 課 題 施策上の課題等はなく、現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

新エネルギーの利用は今後も更なる推進が必要であるが、本町において、特にバイオマスによる新エネルギーは、新エネル
ギービジョンでも単独での推進は難しいとの調査結果もあることから、関係機関と連携を図り、利用促進を含め本町で対応可
能なものを検討し進める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 十勝エネルギー特区推進協議会での取組 0 0 0

02 北海道フード・コンプレックス国際戦略特区での取組 0 0 0

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02 特区制度等による規制緩和数（累計） 件 0 8

01 特区制度に係る協議件数 件 0 0 0

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 1 3 2

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 1 3 2



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 258 23 24

22 4 23 23

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ２ 環境への負荷が少ないまちづくり 担当部署 環境生活課

重 点 施 策 ウ 太陽光、バイオマスなどの新エネルギーの利用を進めます。
2

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 太陽光発電システム普及件数 太陽光発電システム設置に対する補助件数（累計）

数値２ ペレットストーブ普及件数 ペレットストーブ本体購入に対する補助件数（累計）

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

138.9% 303.7%

特記事項

件 3 4

25年度実績 26年度実績 27年度見込

件 108 436
（基準年度対比）

（基準年度対比） 33.3% 33.3%

特記事項
【H24】
平成24年度から経済産業省による固定価格買取制度の実施により今後増加の傾向

音更町新エネルギービジョンにおいても、太陽光発電は
効果的と位置付けされており、これを中心に新エネル
ギーの利用を進めていく必要がある。

( 5 )
23年度の太陽光発電の設置件数は、前年度と比較して
約2倍となっており、利用は進んでいる状況にある。

24年度 5 同上 5
24年度の太陽光発電の設置件数は、前年度と比較して
約1.2倍となっており、利用は進んでいる状況にある。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
太陽光発電システムの補助件数は24年度末の累計で436件の実績となっており、新エネルギーの利用は進んでいる状況にあ
る。

施 策 の 課 題 施策上の課題等はなく、現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

太陽光発電の利用が着実に増えており施策の推進が図られている。新エネルギービジョンにおいて有効なエネルギーと位置
づけられている太陽光を中心に新エネルギーの利用を進める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 住宅用太陽光発電システム普及促進事業補助 11,400 22,500 26,700

02 ペレットストーブ購入費補助 100 63

04

03 温泉熱などの新エネルギー活用検討 300

05 【】

06 【】

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 11,500 22,563 27,000

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02 ペレットストーブ購入補助件数 件 1 1

01
住宅用太陽光発電システム普及促進事業補助件
数

件 76 150 178

【H24】省電力発電整備先進地視察

04

03 発電施設施策調査 回 1

【】

06 【】

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 3 2
2 2 1 2 1

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 2.5 2 2.67 2



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 14 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ２ 環境への負荷が少ないまちづくり 担当部署 環境生活課

重 点 施 策 エ 家庭で取り組めるエコ活動を促進します。
2

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１
環境行動への啓発活動及び環境行
事の実施

おとふけ環境週間における取組事業数

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

7.7% 7.7%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

件 13 14
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H24】環境パネル展、クールアース・デー、環境体験学習等

町民との協働により新エネルギーの活用や環境保全を進
めていく上でも、必要な施策である。

( 5 )
ホームページによる啓発や環境行動の取組など、環境
保全についての理解は着実に浸透している。

24年度 5 同上 4
昨年同様の取組を継続しており、環境保全についての
理解は着実に浸透している。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 14事業を実施しているが、環境行動への取組や啓発活動は、環境週間を中心に実施している状況にある。

施 策 の 課 題 施策上の課題等はなく、現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

町民への情報媒体による啓発活動のほか、環境行動の取組などが進められている。町民のエネルギーに対する意識が高
まっていることから、引き続き家庭でのエコ活動を促進する必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 環境行動への啓発活動及び環境行事の実施 125 214 514

02

04

03

05 【】

06 【】

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 125 214 514

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H24】前年度に比べ、緑化推進運動功労者内閣総理大
臣表彰の増加。

02

01 環境行動への啓発活動及び環境行事の実施 回 1 1 2

04

03

【】

06 【】

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 2 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 2 3 2 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 314 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ２ 環境への負荷が少ないまちづくり 担当部署 商工観光課

重 点 施 策 オ
「モール温泉」を有効に活用するため、集中管理体制の強化や新エネルギーの導入、低炭素化社会への取り組み
を進めます。 2

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 十勝川温泉年間供給量 集中管理による十勝川温泉における各旅館への年間温泉供給量

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

1.9% 1.9%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

千トン 308 314
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H24】源泉の集中管理により温泉供給の安定及び枯渇の防止を図る

集中管理井戸に関して湯量は安定しているものの掘削後
６０年以上が経年しており、平成２４年度の井戸調査が必
要である。また、配湯管路の漏水調査も併せて実施し資
源保護を強化の必要性は高い。

( 2 )
平成２４年度に集中管理井戸調査を予定。新エネル
ギー導入に関しては、温泉熱、温泉廃熱、地中熱、液化
天然ガスなどの活用の検討を進めている。

24年度 5

集中管理井戸調査の結果、老朽化が進んでおり代替井
戸掘削等の対応が必要との結果が判明した。温泉の有
効活用や資源の保護、安定した供給を図るため、集中管
理体制の強化などは必要である。

3

集中管理井戸調査を実施し、平成２６年度に代替井戸
掘削を予定している。新エネルギー導入に関しては、温
泉熱、温泉廃熱、小水力発電などの活用の検討を進め
ている。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 温泉供給量に大きな変化はなく、適正な管理が行われている。

施 策 の 課 題 今後も現施策による推進が必要であるが、集中管理施設の老朽化及び新エネルギー導入の具現化が課題となっている。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

モール温泉は、観光資源として本町における重要な地域資源であることから、源泉の保護を図るため引き続き管理体制の適
切な強化を図るとともに、温泉の有効活用を含め、新たなエネルギーの活用を関係団体等と連携し検討を進める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 旅館協同組合への集中管理等に係る補助 400
笹井源泉井戸調査、集中管理配管漏水調査等への支
援

02

04

03

05

06 【】

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 400

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H24】
調査実施の結果、26年度に代替井戸の掘削を計画

02 十勝川温泉年間供給量 千トン 308 314 314

01 源泉及び管路の状況把握 式 1

04

03

06 【】

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 2 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 2 3 2 3



評価年度

必要性 推進状況
計画書
掲載頁

ウ
交通ニーズに応じた整備手法を検討し、農村部の道路整備を進め
ます。（道路） 5 3 59

エ
道路状況に応じて、市街地における宅内道路の再整備などを進め
ます。（道路） 5 4 59

オ
「公園施設長寿命化計画」を策定し、既存公園の延命化と再整備
を計画的に進めます。（公園、緑地） 5 5 62

カ
「住宅マスタープラン」「公営住宅長寿命化計画」に基づき、公営住
宅の適正な整備と維持管理に努めます。（住宅、宅地） 5 5 65

キ 農村部の水の確保に努めます。（水道） 5 5 67

ク
下水道区域外の個別排水処理施設（合併浄化槽）の整備を進めま
す。（下水道、排水処理） 5 5 69

ケ
年齢や障がいにかかわらず生活しやすいまちにするため、ユニ
バーサルデザインの普及をはかります。（地域福祉） 5 4 89

5.00 4.44
重点項目の

推進状況の評価 Ｂ

重点項目の
推進状況

自主防災組織の結成や要援護者の把握は着実に進められており、引き続き町民の防災に対する意識の高揚を図っていく必要がある。道路整備については財源など
難しい問題があるが、その他の施策については概ね順調に進んでおり、快適な生活を確保するため生活基盤の整備に努めている。

ア
自主的な防災活動を全町に普及させるため、自主防災組織などの
育成に努めるとともに、災害時要援護者の把握と情報提供をはか
ります。（消防、防災）

5 4.7

イ
歩行者の安全確保をはかるため、歩道の設置、段差の解消、街路
灯や防犯灯、通学路の整備などを進めます。（交通安全、防犯） 5 4.3

第５期総合計画：重点施策推進管理評価調書【重点項目３】

重点項目
３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり

誰もが安全に暮らせるまちづくりを進めるとともに、快適な生活を確保するため生活基盤の整備を進めます。

重点施策

重点施策（分野）

重点施策の必要性及び推進状況の平均

Ａ 順調に進んでいる（4.50～5.00）
Ｂ 概ね順調に進んでいる（4.00～4.49）
Ｃ 推進が必要（3.00～3.99）
Ｄ 更なる推進が必要（0～2.99）

公共施設のユニバーサル化は施設の改築、改修等に合わせて進めている。安心して暮らせるまちづくりの観点からも
老若男女、障がいの有無を問わずすべての町民が利用可能な利便性のある施設整備を進めていく必要がある。

計画どおり、街路事業の整備に合わせて施策の推進が図られている。歩道や街路灯の設置は事故防止や犯罪に対す
る抑止効果があり、住民が安心して生活する上で重要なものであるため、引き続き計画的な整備に努める必要があ
る。

平成２４年度

町民の防災に対する意識を高め、自主防災組織を育成することは必要である。申請件数は増えており、今後益々自主
的な活動を促すためにも防災担当と連携し制度の周知に努め利用促進を図る必要がある。

自主防災組織が新たに5組織結成され、着実に施策の推進が図られている。また、災害時に被害を最小限に抑えるた
めには、町民の自主的な防災活動が不可欠であることからも、引き続き自主的な防災活動の普及に努める必要があ
る。

避難援助が必要な町民の把握は災害から住民生活を守るための重要な情報であることから、引き続き正確な情報の
確保に努める必要がある。

平成24年度は、工事の着手自体はなかったものの、道路事業の整備に合わせて施策の推進が図られている。幼児や
高齢者を含め住民が安全に歩行できる環境を整えることは事故防止にもつながるため、今後も現施策の推進に努め
る必要がある。

総合評価（施策の方向性）

55

57

街路灯や防犯灯の設置は事故防止や犯罪に対する抑止効果があり、住民が安心して生活する上で重要なものである
ため、街路灯耐久調査結果に基づき、今後も改修等を計画的に進める必要がある。

農道整備については、国の補助制度がないことから当該起債事業を財源として事業の緊急度・優先度を判断しながら
進めている。このほか、既存農道については道営事業を活用している。引き続き他制度の活用等を検討し、財源確保
を図る必要がある。

住宅地における宅内道路は平成９年から事業着手し計画的に進めているが、交付金が充当されなくなったため、計画
値に届いていない。町民生活の安全確保のための引き続き計画的な整備に努める必要がある。

公園施設長寿命化計画により、計画的に公園施設の延命化と再整備に努める必要がある。

町民の生活環境を向上させるため、引き続き計画に基づいた適正な公営住宅の整備、管理に努めていく必要がある。

国の補正予算の活用等により、計画どおりの事業推進が図られている。事業実施は国の補助枠等に大きく影響される
が、農村部における水道未普及地区の解消のための安全な水を供給する区域の拡大に努める必要がある。

個別排水処理施設の整備は農村部等の生活環境の向上とともに汚水の衛生処理による環境保全の観点からも重要
であり、引き続き整備を進めていく必要がある。



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 29 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 広報広聴課

重 点 施 策 ア
自主的な防災活動を全町に普及させるため、自主防災組織などの育成に努めるとともに、災害時要援護者の把握
と情報提供をはかります。 3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１
「潤いと思いやりの地域づくり事業
（地域防災組織活動事業）」の申請
件数

町内会組織などを中心とする「潤いと思いやりの地域づくり事業」における
地域防災組織活動事業の申請件数（年間）

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

△3.3% 53.3%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

件 30 46
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

自主防災組織の組織化が全町的に広がり、さらに活動を
活発化させるために必要な施策である。

( 4 )
２２年度実績と比較して、数値的には横ばい状態だが、
組織化は確実に進んでいる。

24年度 5 同上 4
前年度より申請件数は増加している。自主防災組織の
組織化が進み、活動の活発化が図られている。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 自主防災組織の組織化は確実に進み、防災訓練の実施も増えている。事業の申請件数も順調に伸びている。

施 策 の 課 題 さらに組織化を進め、活動の活発化を推進していくために、現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

町民の防災に対する意識を高め、自主防災組織を育成することは必要である。申請件数は増えており、今後益々自主的な活
動を促すためにも防災担当と連携し制度の周知に努め利用促進を図る必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01
潤いと思いやりの地域づくり事業＜地域防災組織活動事
業＞

567 664 952

02

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 567 664 952

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

防災資機材の整備や講習等の事業に活用している。

02

01
「潤いと思いやりの地域づくり事業（地域防災組織
活動事業）」の申請件数

件 30 29 46

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 2 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 2 2 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 48 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 情報・防災課

重 点 施 策 ア
自主的な防災活動を全町に普及させるため、自主防災組織などの育成に努めるとともに、災害時要援護者の把握
と情報提供をはかります。 3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 自主防災組織の組織率 総世帯数に対する自主防災組織結成行政区の世帯数の割合

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

13.3% 23.6%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

％ 42 52
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H24】東新緑自主防災会、富丘行政区自主防災会、新生町内会自主防災会、北明行政区自主防災
会、共栄南行政区自主防災会

災害発生時には、初期活動として自助・共助が不可欠で
あり、自主防災組織の結成は地域防災力向上のため必
要不可欠である。

( 5 ) 確実に組織率が伸びている。

24年度 5 同上 5
平成24年度には、新たに5組織の自主防災組織が結成
され、確実に組織率が伸びている状況にある。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 自主防災組織の組織率は52パーセントとなり、確実に伸びている状況にある。

施 策 の 課 題 施策上の課題は特になく、現施策にて推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

自主防災組織が新たに5組織結成され、着実に施策の推進が図られている。また、災害時に被害を最小限に抑えるためには、
町民の自主的な防災活動が不可欠であることからも、引き続き自主的な防災活動の普及に努める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 自主防災組織の結成促進

02 災害時要援護者の把握と情報提供

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H24】東新緑自主防災会、富丘行政区自主防災会、新
生町内会自主防災会、北明行政区自主防災会、共栄南
行政区自主防災会

02 災害要援護者の情報提供組織数 組織 12 3 6

01 自主防災組織結成数 組織 7 7 5

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2 3 3 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 3,066 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 福祉課

重 点 施 策 ア
自主的な防災活動を全町に普及させるため、自主防災組織などの育成に努めるとともに、災害時要援護者の把握
と情報提供をはかります。 3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 災害時要援護者数 町で把握している要援護者数

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

0.7% 22.6%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 3,046 3,735
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H24】災害時要援護者の把握は3年毎に一斉更新しており、24年度は該当年であるため、大幅な増加
となっている。

今後も災害時要援護者の把握と情報提供を進めるため、
必要な施策である。

( 5 ) 災害時要援護者の把握を計画通りに進めている。

24年度 5 同上 5
災害時要援護者の把握を計画通りに進めており、平成
24年度は、平成23年度に比べ、669人増加している。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 町で把握している災害時要援護者数は、平成24年度末においては前年度比669名増の3,735人となっている。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、今後も現施策による推進を図る。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

避難援助が必要な町民の把握は災害から住民生活を守るための重要な情報であることから、引き続き正確な情報の確保に
努める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 災害時要援護者の把握と情報提供 567

02

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 567

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H24】一斉更新作業による増

02

01 災害時要援護者数 人 3,046 3,066 3,735

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

268 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 土木課

重 点 施 策 イ 歩行者の安全確保をはかるため、歩道の設置、段差の解消、街路灯や防犯灯、通学路の整備などを進めます。
3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 道路事業による歩道設置延長 道路事業により設置された歩道の延長

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

ｍ
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

歩行者の安全確保や防犯対策上、道路整備に伴う歩道
や街路灯の整備などは必要な施策である。

( 5 ) 道路整備事業により、２６８ｍの歩道整備を行った。

24年度 5 同上 4
平成２４年度については、調査設計、用地買収等を行っ
た。一部交付金事業については要望額どおりの予算が
交付されていない状況下にある。施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
平成23年度は268mの歩道整備を行ったが、平成24年度は、調査設計、用地買収、移転補償契約のみを行い、工事着手自体
はしていない。

施 策 の 課 題 現施策により推進していくが、要望額を下回る予算配分がされており、事業の進捗がやや遅れている状況。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

平成24年度は、工事の着手自体はなかったものの、道路事業の整備に合わせて施策の推進が図られている。幼児や高齢者
を含め住民が安全に歩行できる環境を整えることは事故防止にもつながるため、今後も現施策の推進に努める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 道路事業等による歩道設置 3,000

02 道路事業等による照明灯等設置 【H22,23】実績なし

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 3,000

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H24】調査設計、用地買収、移転補償契約のみ

02 道路事業による街路灯設置数 【H22,23】実績なし

01 道路事業による歩道設置延長 ｍ 268

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 115 23 24

22 10 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 都市計画課

重 点 施 策 イ 歩行者の安全確保をはかるため、歩道の設置、段差の解消、街路灯や防犯灯、通学路の整備などを進めます。
3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 街路事業による歩道設置延長 街路事業により設置された歩道の延長

数値２ 街路事業による街路灯設置数 街路事業により設置された街路灯の数

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

△40.7% △70.6%

特記事項

基 2 1

25年度実績 26年度実績 27年度見込

ｍ 194 57
（基準年度対比）

（基準年度対比） 400.0% △50.0%

特記事項
【H24】開進街路整備事業

歩行者の安全確保や防犯対策上、街路整備事業による
歩道や街路灯の整備は必要である。

( 5 )
平成27年度までに937mの歩道延長を行う計画のうち、
115ｍの歩道を延長し、街路灯については10基の整備を
行った。

24年度 5
歩行者の安全確保や防犯対策上、街路整備事業による
歩道や街路灯の整備は必要である。

5
上記計画のうち、24年度は57ｍの歩道延長をし、1基の
街路灯の整備を行い、施策の推進が図られている。こ
れによって、計366ｍの歩道が整備されている。施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 平成27年度までに937mの歩道延長を行う計画のうち、街路整備によって計366mの歩道が整備されている。

施 策 の 課 題 街路事業により施策の推進が図られている。今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

計画どおり、街路事業の整備に合わせて施策の推進が図られている。歩道や街路灯の設置は事故防止や犯罪に対する抑止
効果があり、住民が安心して生活する上で重要なものであるため、引き続き計画的な整備に努める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 街路業等による歩道設置 6,930 14,192 1,280

02 街路事業等による照明灯等設置 1,103 7,061 708

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 8,033 21,253 1,988

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02 街路事業による照明灯設置 基 2 10 1

01 街路事業による歩道設置 ｍ 194 115 57

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2 3 3 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 5,250 23 24

22 23

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 環境生活課

重 点 施 策 イ 歩行者の安全確保をはかるため、歩道の設置、段差の解消、街路灯や防犯灯、通学路の整備などを進めます。
3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 街路灯及び防犯灯設置数 町内の街路灯及び防犯灯の設置数

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

0.5% 0.6%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

灯 5,222 5,255
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H24】
24年度については、町管理4,233灯、町内会管理1,022灯となっている。

歩行者の安全対策や防犯対策上、必要な施策である。 ( 5 )
街路灯、防犯灯の整備については、省電力化改修を主
に進めている状況にある。

24年度 5 同上 4
街路灯、防犯灯の整備については、省電力化改修を主
に進めている状況にあり、平成24年度は5基増加してい
る。施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 24年度末において、町内には5,255灯の街路灯、防犯灯が設置されている。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

街路灯や防犯灯の設置は事故防止や犯罪に対する抑止効果があり、住民が安心して生活する上で重要なものであるため、
街路灯耐久調査結果に基づき、今後も改修等を計画的に進める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 街路灯・防犯灯の設置及び維持管理 40,077 41,141 43,090

02 街路灯維持管理補助 2,581 3,830 4,074

平成23年度完了事業

04 街路灯更新及び省電力化改修 35,156 9,104 61,440

03 街路灯耐久調査 399

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 77,814 54,474 108,604

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【電気料】

02 補助している街路等数 灯 1,056 1,027 1,022

01 街路灯、防犯灯の設置数 灯 4,166 4,223 4,233

平成23年度完了事業

04 更新・改修を行った街路等数 灯 378 210 1,174

03 調査に係る街路等数 灯 240

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 230 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 土地改良課

重 点 施 策 ウ 交通ニーズに応じた整備手法を検討し、農村部の道路整備を進めます。
3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ ふるさと農道整備事業実施延長 事業で実施される改良・舗装工事の延長

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

△79.2% △51.0%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

ｍ 1,106 542
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【22】 歩道延長 L=1,106m
【23】 道路改良・舗装 L=230m
【24】 道路改良・舗装 L=542m

農村部の道路整備は必要な施策であるが、要望に対して
実施地区は１地区のみとなっており、早急に推進すること
が望まれる。

( 5 )
ふるさと農道整備事業により230mの道路延長を実施し
た。

24年度 5 同上 3
ふるさと農道整備事業により542mの道路延長を実施
し、当該地区は26年度完成の計画となっている。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 平成23年度に調査設計をした地区を、平成24年度に５４２メートルの改良・舗装工事を実施した。

施 策 の 課 題
現状の施策を推進していくが、平成25年度以降は1地区の改良工事の予定に対して、農村部の要望量は13路線あるため、制
度の活用等を検討し、財源確保を図る必要がある。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

農道整備については、国の補助制度がないことから当該起債事業を財源として事業の緊急度・優先度を判断しながら進めて
いる。このほか、既存農道については道営事業を活用している。引き続き他制度の活用等を検討し、財源確保を図る必要があ
る。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 ふるさと農道緊急整備事業 49,440 37,188 77,505

02

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 49,440 37,188 77,505

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02

01 実施延長 ｍ （歩）1106 （改・舗） 230 （改・舗） 542

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 1 3 1

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 1 3 1



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 34,207 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 土木課

重 点 施 策 エ 道路状況に応じて、市街地における宅内道路の再整備などを進めます。
3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 宅内道路整備延長 整備が完了した宅内道路の総延長

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

8.2% 13.9%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

m 31,616 36,020
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

当該施策については、昭和４０年～昭和６０年にかけ簡
易舗装にて一次改良を施した住宅地内道路について凍
上による不陸が多く見受けられていたことから、平成９年
より工事着手している。近年は更に老朽が進み早急に整
備することが望まれており、必要な施策である。

( 5 )
平成23年度は2,590ｍの整備が完了し、概ね計画どおり
進んでいる。

24年度 5 同上 4
平成２４年度は、約1,800mの整備を完了した。昨年度に
比べ、約800m減少している状況。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 平成24年度までの総整備延長は36,019.5mであり、整備計画延長76,439.76mに対し、47.1%完了している。

施 策 の 課 題
平成２１年度～平成２３年度までは地域活性化きめこまやかな交付金が充当されていたこともあって、順調に推移していたが、
本年度から交付金が充当されなくなったため、年間延長が2,100m/年（総合計画値）に届いていない。今後も現施策による推進
を図る必要がある。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

住宅地における宅内道路は平成９年から事業着手し計画的に進めているが、交付金が充当されなくなったため、計画値に届
いていない。町民生活の安全確保のための引き続き計画的な整備に努める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 宅内道路整備 163,840 180,646 126,845

02

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 163,840 180,646 126,845

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02

01 宅内道路整備延長 m 3,189 2,590 1,833

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 2

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3 2



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

226 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 土木課

重 点 施 策 オ 「公園施設長寿命化計画」を策定し、既存公園の延命化と再整備を計画的に進めます。
3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 遊戯施設の総合判定結果
遊戯施設の点検で総合判定結果がC及びDの遊戯施設数（修繕が必要と
判定されたもの）

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

基 222
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H24】遊戯施設4基を撤去し、2基を更新した。

都市公園施設における利用者に対する安全性の確保、
また公園施設のライフサイクルコスト縮減の観点から、公
園施設長寿命化計画の策定を行い、予防保全的管理に
よる長寿命化対策を含めた計画的な改築等の推進を目
的とする。

( 5 ) 公園施設長寿命化計画を策定した。

24年度 5
公園施設長寿命化計画により、予防保全的管理による長
寿命化対策を含めた計画的な改築等の推進のため、必
要な施策である。

5
都市公園（十勝が丘公園）遊戯施設の改築更新など、
公園施設の再整備事業を長寿命化計画に基づきを実
施した。施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
公園施設長寿命化計画に沿って、計画的に施設整備を行っている。平成２４年度は、都市公園遊技施設改築更新等を実施し
た。

施 策 の 課 題
現施策により推進していくが、公園維持管理の質の向上と各施設の延命化によるライフサイクルコストの縮減を継続して行くた
め、今後地域住民からの公園に関する情報収集や維持管理への住民参加等、町民の理解を得ながら維持管理に取り組まな
ければならない。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

公園施設長寿命化計画により、計画的に公園施設の延命化と再整備に努める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 公園再整備事業 2,310 4,015 37,611

02 公園施設長寿命化計画の策定 3,255 7,560

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 5,565 11,575 37,611

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H24】十勝が丘公園遊戯施設2基、その他4公園のトイ
レ水洗化、水飲台設置

02 公園施設長寿命化計画に登載されている公園 箇所 96 96 96

01 再整備事業を実施した公園 箇所 2 3 5

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 48 23 24

22 85,162 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 建築住宅課

重 点 施 策 カ 「住宅マスタープラン」「公営住宅長寿命化計画」に基づき、公営住宅の適正な整備と維持管理に努めます。
3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 老朽化した公営住宅などの割合
耐用年限の２分の１を経過し老朽化した簡易耐火構造の平屋建て、２階建
て公営住宅等が、公営住宅等総戸数に占める割合

数値２ 公営住宅建替事業費・修繕費
公営住宅の建替に要する経費及び修繕費等公営住宅の維持管理に要す
る経費

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

1.7% 0.2%

特記事項

千円 427,381 528,505

25年度実績 26年度実績 27年度見込

％ 47 47
（基準年度対比）

（基準年度対比） △80.1% 23.7%

特記事項
【H22】老朽化した公営住宅戸数473戸÷公営住宅等総戸数1,005戸×100
【H23】老朽化した公営住宅戸数490戸÷公営住宅等総戸数1,005戸×100
【H24】老朽化した公営住宅戸数506戸÷公営住宅等総戸数1,037戸×100

平成23年度末現在で、公営住宅管理戸数1,005戸のう
ち、既に４１９戸が耐用年数を全経過しており、今後公営
住宅等長寿命化計画に基づき適正に整備、維持管理す
る必要がある。

( 5 )
公営住宅等長寿命化計画に基づき適正に整備、維持管
理が行われている。

24年度 5

平成２４年度末現在で、公営住宅管理戸数1,037戸のう
ち、既に４２７戸が耐用年数を全経過しており、今後公営
住宅等長寿命化計画に基づき適正に整備、維持管理す
る必要がある。

5
公営住宅等長寿命化計画に基づき適正に整備、維持管
理が行われており、平成24年度は、鈴蘭団地建替事
業、梢団地建替事業を行った。施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
公営住宅等長寿命化計画に基づき適正に整備、維持管理が行われており、平成２４年度は鈴蘭団地建替、梢団地建替を行っ
た。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

町民の生活環境を向上させるため、引き続き計画に基づいた適正な公営住宅の整備、管理に努めていく必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 公営住宅修繕費 40,419 34,422 46,117

02 公営住宅移転補償 4,669 268 3,346

04 梢団地建替事業 16,389

03 鈴蘭団地建替事業 382,293 50,472 462,653

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 427,381 85,162 528,505

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02 移転補償件数 件 35 2 25

01 修繕件数 件 419 470 442

【H23】
建替事業は2年計画で実施するため、成果は24年度に
登載

04 建替戸数
【H24】
建替事業は2年計画で実施するため、成果は25年度に
登載

03 建替戸数 戸 32 32

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 1,849 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 上下水道課

重 点 施 策 キ 農村部の水の確保に努めます。
3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１
簡易水道及び専用水道区域の給水
人口

西部簡易水道、東部簡易水道、然別川左岸簡易水道及び大牧専用水道の
給水人口の計

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

13.0% 13.9%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 1,636 1,863
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H23】然別川左岸地区の給水人口の増加による

農村部においては、営農用水事業及び簡易水道事業に
より整備を進めているが、市街地よりも整備が遅れてお
り、今後も水道未普及地域の解消に努めていく必要があ
る。

( 5 )
各事業については、計画どおり実施している状況にあ
り、然別川左岸地区の完了に伴い給水人口が増加して
いる。

24年度 5 同上 5
各事業については、計画どおり実施している状況にあ
り、給水人口は増加傾向にある。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
計画どおり事業実施している状況にあり、平成23年度の然別川左岸地区の完了に伴い、平成24年度も給水人口は増加してい
る。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、今後も現施策による推進を図る。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

国の補正予算の活用等により、計画どおりの事業推進が図られている。事業実施は国の補助枠等に大きく影響されるが、農
村部における水道未普及地区の解消のための安全な水を供給する区域の拡大に努める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 大牧専用水道配水管更新 56,669
【H23】急激な状況悪化による緊急整備を実施
【H24】簡易水道統合認可を受け西部簡易水道事業によ
り継続整備を計画

02 道営営農飲雑用水事業負担金 45,513 147,832 208,873

04 西部簡易水道事業 5,008 5,775

03 然別川左岸簡易水道事業 71,198 103,847

【H24】
西部簡易水道統合認可を申請し許可受理

05 東部簡易水道事業 6,238 48,325 91,909

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 122,949 361,681 306,557

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02 道営営農飲雑用水事業負担金 m 7,101 11,126 19,820

01 大牧専用水道配水管更新 m 2,855

04 西部簡易水道事業 m
【H23,24】西部簡易水道事業統合認可申請のための基
本計画の策定等を実施した。

03 然別川左岸簡易水道事業 m 2,405 4,340

06

05 東部簡易水道事業 m 2,280 11,126 19,820

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 3 3
2 2 3 2 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 3 3 3

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3

6
平均 2.8 3 2.67 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 539 23 24

22 41 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 上下水道課

重 点 施 策 ク 下水道区域外の個別排水処理施設（合併浄化槽）の整備を進めます。
3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 合併処理浄化槽整備基数
平成12年度より進めている個別排水処理施設整備事業において設置した
浄化槽設置数

数値２ 浄化槽普及率 （個別排水事業設置人口＋個人設置人口）÷事業対象区域内人口

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

4.1% 7.3%

特記事項
個人設置浄化槽人口を含む

％ 39 43

25年度実績 26年度実績 27年度見込

基 518 556
（基準年度対比）

（基準年度対比） 4.1% 9.0%

特記事項
【H12～17】57基／年整備、その後申込み数の減によりH22～H26は19基／年の整備計画としている。

当初計画では平成12～21年度までの10か年で570基を
整備する予定であったが、申込数が目標に達しないこと
から、事業を延伸している。生活環境の改善を促進する
ため必要な施策である。

( 5 )
H22から19基／年の計画を上回っており予定通りと言え
る。

24年度 5 同上 5 Ｈ24は19基／年の計画に対し、17基の整備を実施した。
施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 平成12年度から開始した個別排水事業により、農村部（下水道区域外）の浄化槽普及率は43％となっている。

施 策 の 課 題
現施策により推進を図るが、平成26年度までの事業計画であり、平成25年度には当初予定した整備数に達成する見込みであ
る。その後、継続するかどうかの検討が必要になる。平成25年度に平成27年度以降の希望者について取りまとめを行い検討
する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

個別排水処理施設の整備は農村部等の生活環境の向上とともに汚水の衛生処理による環境保全の観点からも重要であり、
引き続き整備を進めていく必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 個別排水施設建設事業 42,735 41,795 34,091

02

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 42,735 41,795 34,091

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02

01 合併処理浄化槽整備数 基 20 21 17

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 2 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ３ 誰もが安全で快適に過ごせるまちづくり 担当部署 福祉課

重 点 施 策 ケ 年齢や障がいにかかわらず生活しやすいまちにするため、ユニバーサルデザインの普及をはかります。
3

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１
ユニバーサルデザインを取り入れた
環境整備の実施

実績年度におけるユニバーサルデザインを取り入れた公共施設整備の実
施事業数

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

△66.7% △16.7%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

事業 6 5
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H24】木野東会館、木野東の家学童保育所、音更中学校（２４年度支出分）、開進通街路歩道、庁舎
内案内看板リニューアル

地域福祉を重視した環境整備を推進するために必要な
施策である。

( 5 )
ユニバーサルデザインを取り入れた環境整備を実施し
ている。

24年度 5 同上 4
公共施設の整備時にはユニバーサルデザインを取り入
れた環境整備を実施している。24年度は5事業となって
おり、施策の推進が図られている。施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 平成24年度にはユニバーサルデザインを取り入れた施設等整備を5事業実施した。

施 策 の 課 題 地域福祉を増進するため、現施策の推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

公共施設のユニバーサル化は施設の改築、改修等に合わせて進めている。安心して暮らせるまちづくりの観点からも老若男
女、障がいの有無を問わずすべての町民が利用可能な利便性のある施設整備を進めていく必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 ユニバーサルデザインを取り入れた環境整備 969,146 95,528 1,109,201

【H24】木野東会館、木野東の家学童保育所、音更中学
校（２４年度支出分）、開進通街路歩道、庁舎内案内看
板リニューアル

02

04

03

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 969,146 95,528 1,109,201

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H24】木野東会館、木野東の家学童保育所、音更中学
校（２４年度支出分）、開進通街路歩道、庁舎内案内看
板リニューアル

02

01 ユニバーサルデザインを取り入れた環境整備 事業 6 2 5

04

03

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 2 3 3 3



評価年度

必要性 推進状況
計画書
掲載頁

ア
老朽化や耐震性、児童生徒数の動向などに応じて、学校教育施設
を計画的に改修、整備します。（義務教育） 5 4 72

イ
学校図書、パソコンなど教育に必要な環境整備に努めます。（義務
教育） 5 5 72

ウ
確かな学力をはぐくむため、学習指導要領に基づき、個に応じたき
め細かな指導を展開します。（義務教育） 5 4 73

エ
一人ひとりの良さを伸ばす教育、創意工夫を生かした特色ある教
育の実践を支援します。（義務教育） 5 4 73

オ
地域に開かれた高校や大学をめざし、町民を対象とした各種開放
講座等の開催などを協働で進めます。（高校教育、高等教育） 5 4 74

カ
リーダーバンク制度などを充実し、登録者の活用、拡大をはかりま
す。（生涯学習の体制づくり） 5 4 77

キ
生涯学習の活動拠点として、生涯学習のセンター機能の整備、充
実に努めます。（生涯学習の体制づくり） 5 4 77

ク
図書館活動の拡充に積極的に取り組み、蔵書の整備を計画的に
進めます。（社会教育） 5 5 78

ケ スポーツ施設の整備、維持管理を計画的に進めます。（スポーツ） 5 4 79

コ 町民に優れた芸術文化の鑑賞機会を提供します。（芸術、文化） 5 4 81

5.00 4.20
重点項目の

推進状況の評価 Ｂ重点施策の必要性及び推進状況の平均

Ａ 順調に進んでいる（4.50～5.00）
Ｂ 概ね順調に進んでいる（4.00～4.49）
Ｃ 推進が必要（3.00～3.99）
Ｄ 更なる推進が必要（0～2.99）

重点項目の
推進状況

小中学校の耐震補強は、平成２４年度から改築事業に着手した音更中学校を除き前倒しで完了したが、非構造部材などの耐震化が課題となっている。スポーツ施設
の整備については、施設整備計画策定に向けた検討を行っている。その他の施策は概ね順調に進められている。

第５期総合計画：重点施策推進管理評価調書【重点項目４】

重点項目
４ 生涯を通して学べるまちづくり

子どもたちの「生きる力」を育てるとともに、生涯にわたって学びに接することができる「生涯学習によるまちづくり」を進めます。

重点施策

重点施策（分野）

ＯＯＪＣオープンカレッジへの受講者数は減少しているが、講座の開催数を増やすなど、町民が学習できる機会の充実
に努めている。生涯学習によるまちづくりの実現のため、引き続き町・町民・関係機関が一体となり連携を深め、町民に
学習機会を提供する必要がある。

リーダーバンク制度により豊富な知識や技術を持った方を講師として登録している。引き続き町民の様々なニーズに対
応した学習機会を提供する必要がある。

平成24年度は施設整備は行っていない。引き続き町民の生涯学習の活動拠点、情報発信の場として機能の充実を図
るとともに、町民が利用しやすい環境づくりに努める必要がある。

計画的な蔵書整備により、目標とした蔵書冊数を達成した。今後も多くの町民が利用しやすい図書館の環境整備のた
め町民のニーズに合わせた資料等の提供と図書館活動の充実に努める必要がある。

スポーツ活動機会や環境の充実のため既存施設の維持管理などを行っている。現在、スポーツ施設整備計画を策定
中で、計画策定後、計画に基づく整備を推進する必要がある。

芸術鑑賞事業への参加人数は、開催数の減に伴い減少しているが、今後も各種事業推進は必要である。引き続き多
様化する町民ニーズを把握し、関係団体との連携により、優れた芸術文化を鑑賞する機会や芸術文化活動への参加
の機会を充実させる必要がある。

総合評価（施策の方向性）

平成２４年度

引き続き安全・安心な教育環境や災害時の避難所としての観点から耐震化、老朽化対策に取り組み、計画的に整備を
進めていく必要がある。

年次計画により教育環境の整備を進めている。パソコンについては今後も台数不足等による支障をきたさないよう学
習環境の整備に努める必要がある。

学力向上のため、学習指導要領に基づく教育課程の展開に加え、小学校における英語活動へのALT派遣や家庭学習
用の手引きの配布など、サポートを行う必要がある。

実施事業により施策の推進が図られている。スポーツや総合学習など児童生徒の意欲向上や長所を伸ばしていくとと
もに特色のある教育を進めていくため、引き続き支援の継続が必要である。



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 97 23 24

22 34 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

数値２ 教育施設整備計画件数
教育施設整備計画（基本的考え方）に計上した10か年の更新内容項目件
数

重 点 項 目 ４ 生涯を通して学べるまちづくり 担当部署 管理課

重 点 施 策 ア 老朽化や耐震性、児童生徒数の動向などに応じて、学校教育施設を計画的に改修、整備します。
4

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 耐震化率（構造部材）
もともと耐震性がある建物に加え耐震改修を実施した建物の全体に占める
割合

24年度実績

14.3% 14.3%

25年度実績 26年度実績 27年度見込

％ 85 97

16
△27.3%

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１ （基準年度対比）

（基準年度対比） 54.5%

特記事項
平成２５年度音更中学校の改築工事完了に伴い100%になる見込み。

特記事項
計画に沿って更新した件数。
【H24】実施設計２件、改築工事2件、整備工事12件

件 22

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

学校建物の長寿命化を図る上で屋上防水の改修、外壁
の防水塗装改修等、耐用年数を考慮した改修計画を推
進する。また、学校設備には耐用年数、耐用運転時間を
超過した設備が多いため、これらの設備の更新を推進す
る。

( 5 )
改築を実施している音更中学校を除き、建物構造体の
耐震補強は23年度で100％完了した。

24年度 5 同上。 4

音更中学校の改築は25年度で終了予定で、これにより
建物構造体の耐震補強は完了する。今後は他の学校
の施設、整備等の改修を進めていく必要がある。25年
度からは新たに非構造部材の耐震補強に取り組む。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 改築を実施している音更中学校は24年度で50％の進捗率となった。また、プール上屋の改修は順調に進んでいる。

施 策 の 課 題
現施策により推進していくが、非構造部材の耐震補強とあわせて昭和50年代建設された施設設備の更新、平成初期年度建設
の建物の外部防水塗装改修等が喫緊の課題である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

引き続き安全・安心な教育環境や災害時の避難所としての観点から耐震化、老朽化対策に取り組み、計画的に整備を進めて
いく必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 小学校耐震補強 12,730 103,999
小学校屋内体育館整備を含む
【H23】下士幌、木野東、柳町

02 小学校校舎整備 3,141 15,727 11,692
【H23】西中音更、木野東、建具等購入
【H24】緑陽台、小学校防犯対策工事、建具等購入

【H23】緑陽台2件、柳町
【H24】西中音更

04 小学校屋外運動場再整備 7,445

03 小学校屋内体育館整備 3,139 4,588

【H23】音更

05 小学校水泳プール施設整備 13,503 19,412 19,361
【H23】緑陽台、東士幌
【H24】西中音更、下士幌、昭和、豊田

06 小学校設備更新 11,272 31,287 15,032
【H23】柳町、木野東3件、東士狩
【H24】鈴蘭、音更2件、南中音更

08 中学校耐震補強 109,397 226,082

07 小学校遊具再整備 7,035 7,403 6,877

中学校屋内体育館整備を含む
【H23】下音更2棟、駒場、緑南

09 音更中学校改築事業 6,163 16,559 895,833
【H23】中学校校舎及び屋内運動場基本設計業務
【H24】校舎、屋内運動場等

10 中学校校舎整備 407,757 98 2,988
【H23】建具等購入
【H24】中学校防犯対策工事、建具等購入

12 中学校屋外運動場再整備 40,138 941

11 中学校屋内体育館整備

【H24】共栄

13 中学校設備更新 32,351 4,258 420
【H23】緑南、音更
【H24】共栄

14

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 40,138 941

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H23】下士幌、木野東、柳町

02 工事件数 件 2 3 3
【H23】西中音更、木野東、建具等購入
【H24】緑陽台、小学校防犯対策工事、建具等購入

01 耐震補強棟数 棟 1 3

【H23】緑陽台2件、柳町
【H24】西中音更

04 再整備校数 校 1 【H23】音更

03 工事件数 件 3 1

【H23】緑陽台、東士幌
【H24】西中音更、下士幌、昭和、豊田

06 工事件数 件 6 5 4
【H23】柳町、木野東3件、東士狩
【H24】鈴蘭、音更2件、南中音更

05 再整備校数 校 1 2 4

08 耐震補強棟数 棟 1 4 【H23】下音更2棟、駒場、緑南

07 新規遊具設置数 基 5 4

【H23】中学校校舎及び屋内運動場基本設計業務
【H24】校舎、屋内運動場等

10 工事件数 件 5 1 2
【H23】建具等購入
【H24】中学校防犯対策工事、建具等購入

09 工事件数 件 1 1

12 再整備校数 校 1 1 【H24】共栄

11 工事件数 件

【H23】緑南、音更
【H24】共栄

14

13 工事件数 件 4 2 1

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 3 1 3 1
2 3 1 3 1

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 2 3 2

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 1 3

7 3 2 3 3
6 3 1 3 1

9 3 1 3 2
8 3 3 3

11 3 3
10 3 2 3 2

13 3 1 3 1
12 3 3 1

平均 3 1.64 3 1.56
14



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

21 70 23 23

22 1 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

数値２ 整備台数 コンピュータ１台当たりの児童生徒数（学級ベース）

重 点 項 目 ４ 生涯を通して学べるまちづくり 担当部署 管理課

重 点 施 策 イ 学校図書、パソコンなど教育に必要な環境整備に努めます。
4

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 学校図書の整備 学校図書館図書標準冊数に対する達成率

24年度実績

△12.4% △12.4%

25年度実績 26年度実績 27年度見込

％ 80 70

1
138.7%

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１ （基準年度対比）

（基準年度対比） 131.7%

特記事項
【H24】図書整備状況の調査が2年に一度のため、24年度実績は23年度の数値を使用している。図書
の整備に併せて古い図書の廃棄を行っているため、達成率は減となっている。

特記事項
H24からは中学校の整備となり、すでに学級ベース1人1台となっているため、台数の増減無し。ただし、数値につい
ては児童生徒数及び学級数の増減により増となっている。

台 0

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

確かな学力、豊かな心を育むための環境整備として、図
書の整備やパソコンの児童生徒への配備は必要な施策
である。

( 5 )

学校図書については、標準冊数の定めがあり、計画的
に整備を行っている。
パソコンについては、小学校においては児童２人に１台
（学級ベース）での更新が行われている。

24年度 5 同上 5

学校図書については、平成23年度時点の調査では、標
準冊数251,440冊に対して、182,684冊となっている。
パソコンについては、本年度は、下音更中学校（40台）
と、共栄中学校（40台）の整備を行った。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移

学校図書については、陳腐化等による図書の廃棄により平成２３年度は達成率が下がっている。隔年調査のため平成２４年
度実績に変化はない。
パソコンについては、平成２３年度で小学校の更新を終え、児童２人に１台の目標数値を達成したが、今後は中学校の整備及
び小学校における１人１台の整備を進める必要がある。

施 策 の 課 題
今後も現施策により推進していくが、学校図書については、内容の陳腐化や劣化による廃棄があるため、達成率の向上が難
しい面がある。パソコンについては、整備台数が増えることによる費用の増加が課題となる。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

年次計画により教育環境の整備を進めている。パソコンについては今後も台数不足等による支障をきたさないよう学習環境の
整備に努める必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 教育用コンピュータ整備 31,967 10,390 11,883 備荒資金組合への返還金の額とする

02 小学校図書購入費 8,630 5,009 4,957
前年度並みで推移。図書の陳腐化に伴う計画的な整備
が課題

前年度並みで推移。図書の陳腐化に伴う計画的な整備
が課題

04

03 中学校図書購入費 4,328 2,728 2,731

05

06

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 44,925 18,127 19,571

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

H24は整備台数に変更はないが、児童生徒数及び学級
数の増減により数値が変化している。

02 小学校図書標準冊数達成率 ％ 82 77 77
【H24】調査が2年に一度のため、24年度実績は23年度
の数値を使用した。古い図書の廃棄があるため、達成
率は単純に増えない。

01 教育用コンピュータ整備 人/台 0 1 1

【H24】同上

04

03 中学校図書標準冊数達成率 ％ 75 58 58

06

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 3 2 3 3
2 3 2 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 2.67 2.33 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 15 23 24

22 4,525 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
小学校においては教科担任制ではないため、外部講師の派遣は必要と考え、1クラス15時間の講師派遣を行っている。また、
学力向上の手引き等を小学校、中学校共に新1年生に配布している。

施 策 の 課 題 施策の推進が図られており、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

学力向上のため、学習指導要領に基づく教育課程の展開に加え、小学校における英語活動へのALT派遣や家庭学習用の手
引きの配布など、サポートを行う必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

確かな学力を育むための英語活動サポートや学力向上
対策など、きめ細かな指導は重要であり、今後も継続す
る必要がある。

( 5 )
英語活動については１クラス１年に１５時間としており、
学級数により変動する。また、手引き等については次年
度以降配布数は減少する。

24年度 5 同上 4
英語活動については１クラス１年に１５時間を実施して
いる。手引き等については、小学校、中学校共に新1年
生に配布した。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

24年度実績

特記事項
２３年度から実施したものであり、２２年度実績はない。２４年度以降については小・中ともに新１年生に対し配布す
るため、全員に配布した２３年度に比べ配布部数は減少する。

部 0 953

25年度実績 26年度実績 27年度見込

時間 15 15

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 小学校英語活動サポート時数 小学校における英語活動への講師派遣（１クラス当たり）

数値２ 学力向上対策用印刷物配布 学力向上の手引き等を作成し、児童・生徒及び家庭へ配布

重 点 項 目 ４ 生涯を通して学べるまちづくり 担当部署 管理課

重 点 施 策 ウ 確かな学力をはぐくむため、学習指導要領に基づき、個に応じたきめ細かな指導を展開します。
4



平均 2 3 2 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3 2 3 2 3
2 2 3 2 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 2 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06

05

【H24】農園活動や職業体験等の活動を行った。

04

03 学習指導要領に基づく活動を行った学校数 校 19 19 19

02 家庭学習の手引き等の配布 部 - 4,525 953 H24以降は小・中の新1年生のみ配布

01 小学校外国語活動講師派遣（クラス当たり） 時間 15 15 15

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 2,157 2,824 2,713

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06

05

【H24】農園活動や職業体験等の活動を行った。

04

03 学習指導要領に基づく活動（上記以外）

02 学力向上対策 563 412 【H24】2か年分印刷

01 小学校外国語活動（外部英語講師） 2,157 2,261 2,301

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 3,637 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 教育課程に位置付けられている各種大会への参加費について、平成24年度は3,548人に補助した。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、今後も現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

実施事業により施策の推進が図られている。スポーツや総合学習など児童生徒の意欲向上や長所を伸ばしていくとともに特
色のある教育を進めていくため、引き続き支援の継続が必要である。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

児童生徒個々の良さを伸ばすため必要な施策であり、教
育課程に位置付けられている各種大会への参加補助を
行っている。

( 5 )
参加人数については、地区予選の結果や団体・個人な
どで差が出るため、前年度対比は難しいが、申請があ
るものに対して補助を実施している。

24年度 5 同上 4
平成24年度は3,548人に補助を実施し、施策の推進を
図っている。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

【H24】参加人数については、地区予選の結果や団体・個人などで差が出るため、前年度対比は難しい
が、申請があるものに対して補助を実施しており、3，548人中スポーツ大会3,298人、文化大会250人の
内訳となっている。

24年度実績

2.9% 0.3%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 3,536 3,548

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 各種大会参加補助支給人数 児童生徒の各種大会参加に係る費用の補助を行った人数

数値２

重 点 項 目 ４ 生涯を通して学べるまちづくり 担当部署 管理課

重 点 施 策 エ 一人ひとりの良さを伸ばす教育、創意工夫を生かした特色ある教育の実践を支援します。
4



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3
3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06

05

学力・体力・道徳・広報の4部会体制となっている
※本町における教育の進歩改善に資するため研究所を
設置し、本町教育の実態に対する科学的調査に基づい
て教育の理解と実践に関する研究を行い、地域性豊か
な教育の建設を図ることを目的としている。

04 学校教育推進協議会部会数 部会 3 3 3

研修部・体育部・文化部の3部会体制となっている
※本町学校教育の振興を図り、教育研究と実践を深
め、各学校の教育効果を高めるための施策等を立案推
進することを目的としている。

03 教育研究所部会数 部会 4 4 4

スポーツ大会3,298人、文化大会250人

02 総合学習の時間数 時間 70 70 70

小学校3年生以上、各学年の年間授業時数
※総合的な学習を通して、よりよく問題を解決する資質
や能力を育成し、学び方やものの考え方、問題の解決
に向けた能力、態度を育てることを目的としている。

01 各種大会参加補助支給人数 人 3,536 3,637 3,548

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 19,598 19,163 21,594

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06

05

04 学校教育推進協議会交付金 7,835 8,029 8,096

03 音更町教育研究所交付金 750 750 750

02 総合的な学習の時間支援事業交付金 2,440 2,440 2,440

01 児童生徒各種競技大会参加経費補助 8,573 7,944 10,308

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 682 23 24

22 326 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
受講者数が23年度と比較して減少しているが、より施策の推進を図るため、OOJCオープンカレッジ及び高校開放講座の回数
を増やし、学習機会の確保に努めた。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

ＯＯＪＣオープンカレッジへの受講者数は減少しているが、講座の開催数を増やすなど、町民が学習できる機会の充実に努め
ている。生涯学習によるまちづくりの実現のため、引き続き町・町民・関係機関が一体となり連携を深め、町民に学習機会を提
供する必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

町民が生涯にわたり、いつでも、どこでも、誰でも自由に
学習機会を選択し、学べる場を提供するため、必要な施
策である。

( 5 )
道民カレッジと連携して開催することにより、学習意欲が
向上し、多くの方が受講している。

24年度 5 同上 4
生涯学習プログラムの実施により、学習意欲が向上し、
多くの方が受講しているが、回数増による一層の施策
推進を図った。

（基準年度対比）

（基準年度対比） △42.4% △32.9%

特記事項
【H23】OOJCオープンカレッジ54回
【H24】OOJCオープンカレッジ84回

24年度実績

8.9% 3.4%

特記事項
【H23】高校開放講座84回
【H24】高校開放講座106回

566 380

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 626 647

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ OOJCオープンカレッジの受講者数
帯広大谷短期大学と共同で実施している生涯学習プログラム「OOJCオー
プンカレッジ」の延べ受講者数

数値２ 高校開放講座の受講者数
音更高校と共同で実施している生涯学習プログラム「高校開放講座」の述
べ受講者数

重 点 項 目 ４ 生涯を通して学べるまちづくり 担当部署 生涯学習課

重 点 施 策 オ 地域に開かれた高校や大学をめざし、町民を対象とした各種開放講座等の開催などを協働で進めます。
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平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2 3 3 3 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06

05

04

03

【H24】前期講座4回、小学生講座5回増加

02 高校開放講座の開催 回 75 84 106 【H24】一般講座（書道）22回増加

01 OOJCオープンカレッジの開催 回 56 54 63

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 1,071 682 731

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06

05

04

03

02 高校開放講座事業 271 171 151

01 OOJCオープンカレッジ事業 800 511 580

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 78 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
リーダーバンク登録されている生涯学習活動の指導者の方々に団体・サークルの要望に応じて講座等の講師として活動して
いただくことにより、町民の学習機会の向上に寄与している。登録者数は若干増加している。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

リーダーバンク制度により豊富な知識や技術を持った方を講師として登録している。引き続き町民の様々なニーズに対応した
学習機会を提供する必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

生涯学習リーダーバンクの整備充実のため、指導者の育
成と登録を進め、活用を図る必要があり、人材確保のた
め必要な施策である。

( 5 )
各種事業、講座などでリーダーバンク登録者に尽力い
ただいている。

24年度 5 同上 4
各種事業、講座などでリーダーバンク登録者に尽力い
ただき、町民の学習機会の向上に寄与している。また、
24年度は登録者が6人増加した。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H23】生活分野1人、趣味分野1人、その他分野1人登録者増加。
【H24】一般教養分野2人、芸術文化分野1人登録増加。

24年度実績

4.0% 8.0%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 75 81

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ リーダーバンク登録者数 生涯学習リーダーバンクに登録している人数

数値２

重 点 項 目 ４ 生涯を通して学べるまちづくり 担当部署 生涯学習課

重 点 施 策 カ リーダーバンク制度などを充実し、登録者の活用、拡大をはかります。
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平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06

05

04

03

【H23】生活分野1人、趣味分野1人、その他分野1人登録
者増加。
【H24】一般教養分野2人、芸術文化分野1人登録増加。

02

01 リーダーバンク登録者 人 75 78 81

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06

05

04

03

02

01 生涯学習リーダーバンク事業 - - -

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 2,646 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 郷土資料室の利用は減少したが、各種会議等の開催回数が増えたことにより利用者数は前年度と比較して638名増加した。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

平成24年度は施設整備は行っていない。引き続き町民の生涯学習の活動拠点、情報発信の場として機能の充実を図るととも
に、町民が利用しやすい環境づくりに努める必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

生涯学習の活動拠点として必要な施策であり、生涯学習
のセンター機能の整備、充実を図る必要がある。

( 5 ) 多種多様な講座、会議などに利用されている。

24年度 5 同上 4
多種多様な講座、会議など、会議室等の利用は増加し
ており、生涯学習の活動拠点として一定程度の利用が
図られた。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H23】大会議室12回720人、小会議室19回240人、視聴覚室66回900人、郷土資料室786人
【H24】大会議室21回1,126人、小会議室12回220人、視聴覚室92回1,504人、郷土資料室434人

24年度実績

△18.2% 1.6%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 3,233 3,284

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 生涯学習センターの利用者数 生涯学習センターを利用した人数

数値２

重 点 項 目 ４ 生涯を通して学べるまちづくり 担当部署 生涯学習課

重 点 施 策 キ 生涯学習の活動拠点として、生涯学習のセンター機能の整備、充実に努めます。
4



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2 3 3 3 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06

05

04

03

【H23】屋上防水工事

02 センター利用者数 人 3,233 2,646 3,284
【H23】大会議室12回720人、小会議室19回240人、視聴
覚室66回900人、郷土資料室786人
【H24】大会議室21回1,126人、小会議室12回220人、視

01 整備箇所数 箇所 - 1 -

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 2,951

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06

05

04

03

02 センター機能の活用

01 改善センター整備 - 2,951 -

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 182,010 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 蔵書冊数の目標は達成し、新鮮な資料・情報を提供できている。

施 策 の 課 題
いずれ図書館及び分館における蔵書の収容能力を超える時期がくるが、常に社会情勢等に合わせた新しい資料が必要となる
ため、計画的に蔵書の新陳代謝を図らなければならなく、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

計画的な蔵書整備により、目標とした蔵書冊数を達成した。今後も多くの町民が利用しやすい図書館の環境整備のため町民
のニーズに合わせた資料等の提供と図書館活動の充実に努める必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

町民の教養、調査研究等に資するため、常に新鮮な資
料・情報を提供する必要がある。

( 5 )
24年度の早い時期に目標としている町民一人当たり4冊
が達成できる見込み

24年度 5
蔵書冊数の目標は達成したが、町民の教養、調査研究
等に資するため引き続き新鮮な資料を提供するため、必
要な施策である。

5
目標としていた町民一人当たり4冊を達成し、計画的に
蔵書整備を行っている。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

24年度実績

2.4% 6.1%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

冊 177,688 188,469

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 蔵書冊数 図書館で所蔵している資料の冊数

数値２

重 点 項 目 ４ 生涯を通して学べるまちづくり 担当部署 図書館

重 点 施 策 ク 図書館活動の拡充に積極的に取り組み、蔵書の整備を計画的に進めます。
4



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06

05

04

03

02 雇用人数 人 4 4 平成23年度事業完了

01 町民一人当たりの蔵書冊数 冊 4 4 4

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 14,886 13,777 10,546

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06

05

04

03

02
図書修理書架清掃事業（緊急地域雇用特別対策推進事
業）

3,535 3,642 平成23年度事業完了

01 図書資料等の整備 11,351 10,135 10,546 【H24】1,430冊廃棄、6,382冊購入

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 5 23 24

22 176,300 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 スポーツ施設整備計画策定の最終協議を行った。総合体育館、武道館の利用者は増加傾向にある。

施 策 の 課 題 現施策により推進するが、スポーツ施設の新規整備には広い用地と多額の整備費が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

スポーツ活動機会や環境の充実のため既存施設の維持管理などを行っている。現在、スポーツ施設整備計画を策定中で、計
画策定後、計画に基づく整備を推進する必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

近年、スポーツ活動施設や活動内容のニーズが多様化
し、スポーツ活動機会の拡充とスポーツ環境の充実が求
められており、必要な施策である。

( 5 )
既存施設の維持管理や改修を行った。また、スポーツ
施設整備計画の策定に向けた協議を行っている。

24年度 5 同上 4
24年度は施設の改修等はなく、スポーツ施設整備計画
の策定に向けた最終協議を行った。総合体育館、武道
館の利用者は増加傾向にある。

（基準年度対比）

（基準年度対比） 5.6% 8.5%

特記事項

24年度実績

400.0%

特記事項
【】

人 166,931 181,168

25年度実績 26年度実績 27年度見込

箇所 1

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ スポーツ施設整備箇所数 新設・改修等の整備が完了した施設数

数値２ 総合体育館・武道館利用者数 総合体育館及び武道館の利用者数

重 点 項 目 ４ 生涯を通して学べるまちづくり 担当部署 スポーツ課

重 点 施 策 ケ スポーツ施設の整備、維持管理を計画的に進めます。
4



平均 2.78 2.78 2.78 3
10
9 1 1 1
8 3 3 3 3
7 3 3 3 3
6 3 3 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 3 3 3

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3
3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

10

09 スポーツ施設の新設・改修箇所数 箇所 1 5

08 温水プール利用者数 人 70,425 73,801 70,965

07 総合体育館・武道館利用者数 人 166,931 176,300 181,168

06 軽スポーツセンター数 箇所 2 2 2

05 屋外運動施設管理箇所数 箇所 11 11 11

04 町営リンク造成箇所数 箇所 3 3 3

03 地域パークゴルフ場箇所数 箇所 5 4 4

02 町営パークゴルフ場箇所数 箇所 6 6 6

01 スケートリンク造成箇所数 箇所 17 16 16

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 231,423 290,612 251,393

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

10

09 既存社会体育施設の整備 1,715 47,951

08 温水プール管理経費 84,245 82,907 93,105

07 総合体育館・武道館管理経費 63,166 68,999 67,876

06 軽スポーツセンター管理経費 3,654 3,360 3,149

05 屋外運動施設管理経費 20,609 22,952 21,597

04 町営リンク等造成交付金 2,020 2,020 2,020

03 パークゴルフ場管理運営交付金 711 3,111 610

02 町営パークゴルフ場管理経費 50,916 55,220 58,944

01 スケートリンク造成交付金 4,387 4,092 4,092

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 2,666 23 24

22 9,294 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
平成24年度は芸術鑑賞事業が2事業の減となったため参加人数が減少したが、催し内容により人数の増減はやむを得ず、鑑
賞機会の提供という本来の目的は達成できた。

施 策 の 課 題 現施策により推進していくが、多様化する住民ニーズに対応するための、継続的な芸術鑑賞機会の提供が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

芸術鑑賞事業への参加人数は、開催数の減に伴い減少しているが、今後も各種事業推進は必要である。引き続き多様化する
町民ニーズを把握し、関係団体との連携により、優れた芸術文化を鑑賞する機会や芸術文化活動への参加の機会を充実させ
る必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

芸術鑑賞機会の提供は、芸術文化への理解や興味、関
心への動機づけとなり、芸術文化活動への参加や参画と
なるため、必要な施策である。

( 5 )
文化事業協会と連携し各種コンサートを開催するなど芸
術文化の鑑賞機会の提供を行っている。

24年度 5 同上 4

文化事業協会と連携し各種コンサートを開催するなど芸
術文化の鑑賞機会の提供を行っている。24年度は芸術
鑑賞事業が2事業減ったため参加人数が減少したが、
鑑賞機会の提供に努めた。

（基準年度対比）

（基準年度対比） 7.4% △31.5%

特記事項

24年度実績

△1.1% △4.5%

特記事項
【H22】15事業【H23】17事業【H24】15事業
前年度から比べて2事業の減となっているが、毎年15～17事業で推移している。催し内容により事参加人数の増減
はある。

人 8,653 5,924

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 2,696 2,575

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 小・中学生の芸術鑑賞会参加人数 児童劇・札幌交響楽団コンサート

数値２ 芸術鑑賞事業参加人数 文化事業協会との連携事業

重 点 項 目 ４ 生涯を通して学べるまちづくり 担当部署 文化センター

重 点 施 策 コ 町民に優れた芸術文化の鑑賞機会を提供します。
4



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 3 3 3

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3
3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

各種補助事業の活用事業

06

05 芸術鑑賞事業 人 600 1,000 581

【H22】15事業【H23】17事業【H24】15事業
前年度から比べて2事業の減となっているが、毎年15～
17事業で推移している。催し内容により事参加人数の増

04 各部会発表会 人 1,166 1,112 2,536
歌謡部会、詩吟部会、ダンス部会、民謡部会、舞踊部
会、邦楽・大正琴部会

03 芸術鑑賞事業 人 8,653 9,294 5,924

02 小学生芸術鑑賞会 人 1,662 1,608 1,494

01 札幌交響楽団コンサート 人 1,034 1,058 1,081

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 10,631 13,405 10,127

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06

05 芸術文化等事業補助（文化事業協会運営事業補助） 700 3,200

26年度が設立30周年となり、記念事業の計画有

04 文化協会補助 1,855 1,855 1,855

03 文化事業協会運営事業補助 4,500 4,500 4,500

02 小学生芸術鑑賞会 285 560 480

01 中学生のための音楽教室 3,291 3,290 3,292
帯広市との共同開催であり、北海道新聞社の事業助成
金で実施している。

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



評価年度

必要性 推進状況
計画書
掲載頁

イ
地域ぐるみでの青少年の健全育成をめざし、広報活動を通じて町
民の積極的な協力を促進します。（青少年健全育成） 5 4 75

ウ
青少年のたくましい精神と身体の育成をはかるため、子どもの居
場所づくり、主体的な学習や活動を支援します。（社会教育） 5 4 78

エ
妊娠、出産、育児に関する各種健診や予防接種などを行い、指導
を充実させます。（保健） 5 5 83

オ
子育て支援センターの機能充実をはかるとともに、保育環境の整
備を進めます。（子ども福祉） 5 5 91

カ
保育ニーズに対応した保育サービスを充実させます。（子ども福
祉） 5 4 91

キ
町民相互の支え合いによる、子育てサポートを促進します。（子ど
も福祉） 5 4 91

ク
学童保育所の適切な運営と施設の計画的な整備を進めます。（子
ども福祉） 5 5 91

ケ
障がいや発達の遅れなど、つまずきの見られる子どもに対する発
達支援体制を充実させます。（子ども福祉） 5 5 91

コ
ひとり親等の仕事と育児の両立を支援するため、保育サービスな
どの利用を促進します。（ひとり親家庭等の福祉） 5 4 92

5.00 4.32
重点項目の

推進状況の評価 Ｂ

重点項目の
推進状況

子育て支援センターの計画的な整備により相談件数は増加傾向にある。育児等に関する健診や予防接種は受診率の向上に努めており、木野東の家と第2木野東の
家学童保育所の統合・改築、休日保育の実施など、次代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを町全体で応援するための子育て支援体制の構築や施設整備などに
努めている。

103

重点施策（分野）

ア
幼児教育に関する相談や学習機会の充実に努めます。（幼児教
育） 5 5

2.5

第５期総合計画：重点施策推進管理評価調書【重点項目５】

重点項目
５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり

町民の協力や支え合いで子育てが行われる体制や環境の整備を進めます。

重点施策

重点施策の必要性及び推進状況の平均

Ａ 順調に進んでいる（4.50～5.00）
Ｂ 概ね順調に進んでいる（4.00～4.49）
Ｃ 推進が必要（3.00～3.99）
Ｄ 更なる推進が必要（0～2.99）

サ
家庭と仕事の両立を支援するため、保育サービスなどの充実に努
めるとともに、職場の理解に向けた啓発を進めます。（男女共同参
画）

5

各種研修会や講座の実施により施策の推進は図られている。子ども会活動や体験活動等は青少年にとって身体・精
神の両面から成長に寄与するとともに仲間づくりの場としても重要であることから、引き続き取組を進める必要がある。

受診率の平均はほぼ前年度と同じとなっている。少子化に対応した母子健康活動が求められている中で、妊娠出産育
児などにおいて安心して子育てを行うための支援は重要な施策であり、今後も受診率の向上や保健指導の充実に努
める必要がある。

子育て支援センターの設置については計画どおり進んでおり、利用者も増加している。女性の就労増加などにより子
育てに係る負担が大きくなっている中、子育て世代をサポートするための子育て支援センターの役割は重要であり、引
き続き機能の充実を図りながら、より良い子育て環境を整備していく必要がある。

既存の保育事業に加え、休日保育などの施策を推進している。今後も共働き世帯の増加や保護者の勤務形態の多様
化など町民ニーズに対して引き続き保育サービスの充実に努める必要がある。

平成２４年度

総合評価（施策の方向性）

子育て支援センターの計画的な整備を進めることにより相談件数も増えている。育児不安など子育てに関する保護者
からの相談や情報提供の機関として子育て支援センターの役割は重要であり、機能整備を図る必要がある。

講座も定員数の参加があり施策の推進が図られている。子育てについての理解を深めることは保護者の精神面にお
ける負担軽減や不安の解消にもつながることから、引き続き学習の内容を充実して子育て環境を整備していく必要が
ある。

青少年を心身ともに健やかに育むため、引き続き町と町民の情報共有に努め、町民との協働や関係機関との連携によ
り、地域ぐるみでの取組を進めていく必要がある。

71

子育てサポート事業会員が伸び悩んでいる状況にあり、会員同士の相互援助活動を進め、地域ぐるみで子育て支援
を目指す観点からも、援助会員の増加を図りながら取組を進めていく必要がある。

学童保育所の計画的な施設整備など施策の推進が図られている。共働き世帯の増加などにより、放課後に子どもたち
が安心して過ごせる場所の確保は保護者にとって今後も大きな課題であり、学童保育の必要性が高まっていることか
らも、適切な運営と計画的な整備により保育環境の充実を図る必要がある。

母子通園センターから子ども発達支援センターへの移行に合わせ、民間への業務委託を行い、支援体制の拡充を
図っている。利用者も大幅に増加しており、今後も子どもの発達についての保護者からの相談など、的確なサポート体
制の充実に努めていく必要がある。

一時保育、子育てサポート事業など各種保育サービスの実施により、引き続きひとり親家庭等の仕事と育児の両立を
支援する体制を充実していく必要がある。

女性の社会参加を促進する上でも、仕事、家庭、地域社会の調和を保ち男女が生活していけるよう、引き続き町民の
ニーズを踏まえたサービスを充実させる必要がある。

女性の社会参加を進め、男女共同参画社会を実現していくために、男女共同参画基本計画を策定するとともに仕事と
家庭の両立を支援し、町民や事業者への啓発に努めていく必要がある。



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 3 23 24

22 960 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
子育て支援センターを2箇所から3箇所とし、27年度までに4箇所を目標とする子育て支援センターの機能充実を図る保育環境
の整備は順調に進行している。

施 策 の 課 題
今後も現施策を推進するとともに、子育て関連に関する法律の制定や改正が予定されていることから、それらに沿った保育環
境の整備を進める必要がある。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

子育て支援センターの計画的な整備を進めることにより相談件数も増えている。育児不安など子育てに関する保護者からの
相談や情報提供の機関として子育て支援センターの役割は重要であり、機能整備を図る必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

子育て支援に係る相談機能等の充実のために必要な施
策である。

( 5 )
子育て支援センターを増設し、子育て支援の充実ができ
た。

24年度 5 同上 5
昨年度、子育て支援センターを増設し、利用者への周知
等を行った結果、相談件数も大幅に増加した。

（基準年度対比）

（基準年度対比） 18.7% 74.5%

特記事項
【H23】木野南保育園に子育て支援センターを併設した。

24年度実績

50.0% 50.0%

特記事項

件 809 1,412

25年度実績 26年度実績 27年度見込

箇所 2 3

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 子育て支援センター設置箇所数 子育て全般に関する相談業務を行う子育て支援センターの設置箇所数

数値２ 相談件数 子育て支援センターにおける相談件数

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 子ども福祉課

重 点 施 策 ア 幼児教育に関する相談や学習機会の充実に努めます。
5



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06 【】

05

04

03

02

01 相談件数 件 809 960 1,412

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 3,700 7,400 7,400

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05

04

03

02

01 子育て支援センターにおける相談実施 3,700 7,400 7,400
【H23】木野南保育園に併設したきの子育て支援セン
ターを創設

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 40 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 平成２３年度から通年で募集しており、前年度と同様に定員４０名の参加があった。

施 策 の 課 題 今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

講座も定員数の参加があり施策の推進が図られている。子育てについての理解を深めることは保護者の精神面における負担
軽減や不安の解消にもつながることから、引き続き学習の内容を充実して子育て環境を整備していく必要がある。

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度、未着手(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである、着手する予定であったが未着手である)
施策の目的を達成し、完了している

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

子供をよりよく育てるための知識・能力を身につけ、子育
てについての理解を深め、心豊かな家庭の創造を目指す
ため、幼児期における家庭教育は重要である。

( 5 )
子育てについての知識・能力を身につけると共に、学級
生との情報交換を通じて子育ての悩み・不安の解決に
役立っている。

24年度 5 同上 5
前年度同様に定員の40名の参加があり、子育ての知
識・能力習得や、学級生との情報交換を通じた子育て
の悩み・不安の解決に役立っている。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H23】平成22年度まで前・後期に分けて募集・開催していたが、平成23年度より通年で募集・開催とし
た。

24年度実績

2.6% 2.6%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 39 40

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１
幼児家庭教育学級（ママの講座）の
学級生

ママの講座を受講した人の人数

数値２

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 生涯学習課

重 点 施 策 ア 幼児教育に関する相談や学習機会の充実に努めます。
5



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06 【】

05

04

03 家庭教育電話相談の利用 件 7 7 2

02 子育てテレホンサービスの利用 件 213 137 1,086
【H24】具体的な要因は把握していないが、子育てテレホ
ンサービスの利用が大幅に増加した。

01 ママの講座の開催 回 10 10 10

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 343 291 411

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05

04

03 家庭教育電話相談 45 45 45

02 子育てテレホンサービス - - -

01 学級講座の開設 298 246 366

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 241 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
学校やPTA、地区指導員などが青少年健全育成会会員として活動することにより、教育上の課題等を把握し、青少年だより
「かけ橋」を定期的に発行することができた。

施 策 の 課 題 青少年の健全育成のため、今後も現施策を推進する必要がある。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

青少年を心身ともに健やかに育むため、引き続き町と町民の情報共有に努め、町民との協働や関係機関との連携により、地
域ぐるみでの取組を進めていく必要がある。

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度、未着手(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである、着手する予定であったが未着手である)
施策の目的を達成し、完了している

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

青少年の健全育成と安全確保には、お互いの情報を交
換し、敏速に、そして的確な取組が必要である。

( 5 )
日常活動における問題点を整理し、お知らせやお願い
の形で教育上の課題や複雑な環境の中で育つ子どもの
理解を深め、広報啓発に努める。

24年度 5
青少年の健全な育成のためには、地域、家庭、学校相互
間での地域ぐるみの連携・協力が重要であり、情報の共
有化を図るため必要な施策である。

4
前年度と同様に青少年だよりの発行により広報活動を
行っており、青少年健全育成会会員数はほぼ横ばいと
なっている。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

24年度実績

2.1% △0.8%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 236 234

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 青少年健全育成会会員数 学校、PTA、町内会、地域ボランティア、地区指導員

数値２

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 生涯学習課

重 点 施 策 イ 地域ぐるみでの青少年の健全育成をめざし、広報活動を通じて町民の積極的な協力を促進します。
5



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

【】

06 【】

05

04

03

02

01 青少年だより「かけ橋」の発行 回 12 12 12

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 2,044 4,161 2,420

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05 【】

04

03

02

01 青少年対策事業 2,044 4,161 2,420

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 77 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
地域の子ども会活動を活発化するため年2回リーダー研修会を開催したが、24年度の参加者は51名と減少している。また、熟
年先生講座等を開催し、主体的な学習や活動の支援を行っており、参加者数はほぼ横ばいとなっている。

施 策 の 課 題 青少年の心身の育成のため、今後も現施策を推進する必要がある。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

各種研修会や講座の実施により施策の推進は図られている。子ども会活動や体験活動等は青少年にとって身体・精神の両面
から成長に寄与するとともに仲間づくりの場としても重要であることから、引き続き取組を進める必要がある。

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度、未着手(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである、着手する予定であったが未着手である)
施策の目的を達成し、完了している

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

様々な体験活動などを通して心身ともに健全な青少年の
育成を図るため必要な施策である。

( 5 )
子ども会活動やこども体験隊など、様々な活動により健
全な少年の育成が図られている。

24年度 5 同上 4
子ども会活動やこども体験隊など、様々な活動により健
全な少年の育成を図っているが、こども会リーダー研修
会参加者数は減少傾向にある。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

24年度実績

△1.3% △34.6%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 78 51

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ こども会リーダー研修会の参加者
地域子ども会活動を活発にするために行う夏季・冬季リーダ-研修会の参
加者数

数値２

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 生涯学習課

重 点 施 策 ウ 青少年のたくましい精神と身体の育成をはかるため、子どもの居場所づくり、主体的な学習や活動を支援します。
5



平均 2.67 3 2.67 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3 2 3 2 3
2 3 3 3 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06

05

04

03 ジュニアリーダーコース参加者数 人 2 2 2

02 熟年先生講座参加者数 人 68 76 71

01 こども会リーダー研修会 回 2 2 2

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 200 153 162

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05

04

03 青年団体リーダー養成及び研修会 9 9 9

02 熟年先生講座 79 89 99

01
少年団体リーダー養成体験学習事業及び青少年体験講
座等

112 55 54

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 97 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
乳幼児健診は、年齢毎の発達の確認や子育てサポートのために重要な役割を果たしていることから、未受診者フォローにも努
め、受診率は前年同様９７％と高い受診率を維持している。また、未受診者の状況把握も１００％行っている。

施 策 の 課 題
予防接種や健診未受診等になりうるハイリスクケースについて、妊婦期など早期から関係を築き支援体制を整える。また、より
育児支援の視点を重視した魅力ある健診となるよう、内容の充実を図るなど現施策の推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

受診率の平均はほぼ前年度と同じとなっている。少子化に対応した母子健康活動が求められている中で、妊娠出産育児など
において安心して子育てを行うための支援は重要な施策であり、今後も受診率の向上や保健指導の充実に努める必要があ
る。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

妊娠、出産、育児への支援は、安心して子育てを行う上
で必要な施策である。

( 5 )
乳幼児検診の受診率の向上に努めており、いずれの検
診も受診率９５％以上となっている。

24年度 5 同上 5
未受診者フォローにも努めており、受診率は９７％と全
国平均と比較しても高い受診率となっている。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

24年度実績

0.2% 0.4%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

％ 96 97

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 乳幼児健診の受診率 乳幼児の健診（４か月、１０か月、１歳６か月、２歳、３歳）の受診率の平均

数値２

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 保健課

重 点 施 策 エ 妊娠、出産、育児に関する各種健診や予防接種などを行い、指導を充実させます。
5



平均 3 3 3 3
12 3 3 3 3
11 3 3 3 3
10 3 3 3 3
9 3 3 3 3
8 3 3 3 3
7 3 3 3 3
6 3 3 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 3 3 3

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3
3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

12 妊婦一般健康診査 件 4,850 4,489 4,676 【H23】 妊娠届は微減である。

11 不妊治療助成 件 25 21 16

【H22】 年度途中より開始
【H24】新しい予防接種だが徐々に定着し受診者も増加し
た

10 フッ化物洗口 所 5 10 【H23】 道のモデル事業として実施

09 小児用肺炎球菌ワクチン接種助成 人 450 998 1,324

【H24】不活化ポリオ・四種混合が年度途中より定期接種
に追加による接種者の増

08 ヒブワクチン接種助成 人 550 840 1,272
【H22】 年度途中より開始
【H24】新しい予防接種だが徐々に定着し受診者も増加し
た

07 乳幼児及び中・高校生予防接種 人 5,104 4,664 5,605

06 フッ化物・サホライド塗布 人 2,312 2,291 2,175

05 ３歳児健診 ％ 98 95 95

04 ２歳児健診 ％ 94 96 94

03 １歳６か月児健診 ％ 96 97 98

02 １０か月児健診 ％ 96 97 98

01 ４か月児健診 ％ 98 98 98

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 28,937 28,034 28,963

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

12 妊婦一般健康診査 28,937 28,034 28,963

11 不妊治療費助成 1,150 986 1,062

10 フッ化物洗口 34 43 【H23】 23年度より道のモデル事業として開始した事業

09 小児用肺炎球菌ワクチン接種助成 3,323 7,658 10,635

【H24】不活化ポリオ・四種混合が年度途中より定期接種
に追加

08 インフルエンザｂ菌（Hib）ワクチン接種助成 3,127 4,742 7,110

07 乳幼児及び中・高校生予防接種 28,620 26,541 42,827

06 フッ化物・サホライド塗布 3,993 4,022 3,778

05 ３歳児健診 1,019 1,050 957 【H24】尿検査機器の導入により尿検査の委託を中止

04 ２歳児健診 204 227 209

03 １歳６か月児健診 1,611 1,605 1,578

02 １０か月児健診 242 864 858 同上

01 ４か月児健診 226 849 888
【H22】 ２２年度途中まで医療管理者が診察を代行して
いたため報償費が少なかった

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 3 23 24

22 20,701 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
子育て支援センターの設置箇所を、平成23年度に2か所から3か所としており、利用者数も増加している。平成27年度までに4
か所とする目標としており、子育て支援センターの機能充実を図るための保育環境の整備は順調に進行している。

施 策 の 課 題
今後も現施策を推進するとともに、子育て関連に関する法律の制定や改正が予定されていることから、それらに沿った保育環
境の整備を進める必要がある。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

子育て支援センターの設置については計画どおり進んでおり、利用者も増加している。女性の就労増加などにより子育てに係
る負担が大きくなっている中、子育て世代をサポートするための子育て支援センターの役割は重要であり、引き続き機能の充
実を図りながら、より良い子育て環境を整備していく必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

柳町、鈴蘭、木野地区に設置し、今後、音更地区に子育
て支援拠点の設置は、必要な施策である。

( 5 )
平成27年度までに4か所設置予定とし、今後、保育園整
備と併せて整備していく。

24年度 5
子育て環境の向上のため、子育て支援の拠点となる子育
て支援センターの機能充実や整備は必要な施策である。

5
平成27年度までに子育て支援センターを4か所設置予
定としており、計画どおりに進んでいる。また、利用者数
も増加している。

（基準年度対比）

（基準年度対比） 31.4% 39.6%

特記事項
【H23】木野南保育園に併設したきの子育て支援センターを開設した。

24年度実績

50.0% 50.0%

特記事項
【H23】木野南保育園に併設したきの子育て支援センターを開設した。

人 15,760 22,003

25年度実績 26年度実績 27年度見込

箇所 2 3

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 子育て支援センター 子育て支援センター設置箇所数

数値２ 子育て支援センター利用者数 子育て支援センター年間利用者延べ人数

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 子ども福祉課

重 点 施 策 オ 子育て支援センターの機能充実をはかるとともに、保育環境の整備を進めます。
5



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 3 3 3

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3
3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

【H23】H22は木野南保育園を整備し、H23は木野東の家
学童保育所改築実施設計

06 【】

05 整備箇所 箇所 1 1 1

04 延べ利用件数 人 9,299 7,782 8,632

03 延べ利用件数 人 － 6,519 7,532

02 実施箇所 箇所 3 2 2
【H23】きの子育て支援センター設置により、宝来福祉館
での実施を廃止

01 延べ利用件数 人 6,461 6,400 5,839

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 163,589 14,999 184,266

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05 保育施設の整備 159,889 7,599 176,866 【H23】木野東の家学童保育所改築実施設計等

【H23】木野南保育園改築に併せて開設

04 子育て支援センターすずらん 3,700 3,700 3,700

03 きの子育て支援センター － 3,700 3,700

02 移動子育て支援 － － -

01 柳町子育て支援センター － － -

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 1 23 24

22 164 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 23年度から木野南保育園において休日保育事業を実施している。

施 策 の 課 題 保育サービスの充実が求められており、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

既存の保育事業に加え、休日保育などの施策を推進している。今後も共働き世帯の増加や保護者の勤務形態の多様化など
町民ニーズに対して引き続き保育サービスの充実に努める必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

特別保育事業には、延長保育や一時保育、病後児保育
などを従前から実施し、幅広い保育ニーズがある。

( 5 )
特別保育事業には、延長保育や一時保育、病後児保育
などを従前から実施し、幅広い保育ニーズに対応するこ
とができた。

24年度 5
従前から延長保育や一時保育、病後児保育などの特別
保育事業を実施しているが、幅広い保育ニーズに対応す
るために必要な施策である。

4
利用人数は減少したものの、休日に仕事のある保護者
の需要に応じた支援が図られている。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H23】23年度から木野南保育園において休日保育事業を実施している。

24年度実績

特記事項

人 132

25年度実績 26年度実績 27年度見込

箇所 0 1

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 休日保育事業 休日保育事業の実施箇所数

数値２ 休日保育事業利用者数 休日保育事業の延べ利用者数

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 子ども福祉課

重 点 施 策 カ 保育ニーズに対応した保育サービスを充実させます。
5



平均 3 3 3 3
8 3 3 3 3
7 3 3 3 3
6 3 3 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 3 3 3

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3
3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

08 障がい児保育の利用件数 人 9 21 17

07 保育園開放実施施設数 箇所 9 9 9

06 乳児保育の利用件数 人 20 24 32

05 休日保育事業の利用件数 人 － 164 132

04 病後児保育事業の利用件数 人 296 346 332

03 一時保育事業の利用件数 人 503 273 358

02 延長保育の利用件数 人 3,507 2,973 4,313

01 認可外保育施設の利用件数 人 105 106 114

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 53,987 71,803 63,067

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

08 障がい児保育の実施 16,057 30,280 20,618

07 保育園の開放

06 乳児保育の実施

05 休日保育事業補助 3,394 3,445

04 病後児保育事業 6,580 6,830 6,760

03 一時保育事業補助 790 790 950

02 延長保育促進事業補助 16,900 16,629 17,664

01 認可外保育施設運営補助 13,660 13,880 13,630

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 145 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
本事業の趣旨に賛同していただいた会員同士での援助活動が円滑に行えた。また、会員名簿の整理を行い、更に援助会員
への講習会を実施し、安心安全な事業を取り組んだ。

施 策 の 課 題
子育てサポート事業の援助会員の拡充が課題となっている。今後も現施策の推進により子育て環境の向上を図る必要があ
る。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

子育てサポート事業会員が伸び悩んでいる状況にあり、会員同士の相互援助活動を進め、地域ぐるみで子育て支援を目指す
観点からも、援助会員の増加を図りながら取組を進めていく必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

多様化する保育ニーズや、制度では対応しきれない育児
支援への対応のため必要な施策である。

( 5 ) 地域において育児に関する相互援助活動ができた。

24年度 5 同上 4
会員名簿の整理を行った結果、会員数は減少したもの
の、前年度と同様に地域における育児に関する相互援
助活動は継続されている。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【24】登録会員名簿の整理等を行い、実際に必要とされる会員を登録したため、減少した。

24年度実績

5.8% △38.7%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 137 84

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 子育てサポート事業会員数 地域において育児に関する相互援助を行う子育てサポート事業会員数

数値２

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 子ども福祉課

重 点 施 策 キ 町民相互の支え合いによる、子育てサポートを促進します。
5



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

【】

06 【】

05

04

03

【24】登録会員名簿の整理等を行い、実際に必要とされ
る会員を登録したため、減少した。

02

01 会員数 人 137 145 84

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 91 91 31

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05 【】

04

03

02

01 子育てサポート事業 91 91 31

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 9 23 24

22 565 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 平成23年度から町直営に運営方式を変更し、平成24年度には木野東の家と第2木野東の家学童保育所を統合・改築した。

施 策 の 課 題
今後も現施策を推進するとともに、子育て関連に関する法律の制定や改正が予定されていることから、それらに沿った保育環
境の整備を進める必要がある。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

学童保育所の計画的な施設整備など施策の推進が図られている。共働き世帯の増加などにより、放課後に子どもたちが安心
して過ごせる場所の確保は保護者にとって今後も大きな課題であり、学童保育の必要性が高まっていることからも、適切な運
営と計画的な整備により保育環境の充実を図る必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

保育サービスの向上を図るため必要な施策である。 ( 5 )
平成23年度から町直営となり、適切な運営と計画的な
施設整備を進めている。

24年度 5 同上 5
学童保育所の適切な運営に努めるとともに、木野東の
家と第2木野東の家学童保育所を統合・改築し、計画的
な施設整備を進めている。

（基準年度対比）

（基準年度対比） 9.5% 11.0%

特記事項
【24】木野東の家学童保育所及び第2木野東の家学童保育所とを統合した。

24年度実績

△11.1%

特記事項

人 516 573

25年度実績 26年度実績 27年度見込

箇所数 9 8

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 学童保育所の箇所数 町が管理する学童保育所の箇所数

数値２ 学童保育所の利用者数 町が管理する学童保育所の延べ利用人数

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 子ども福祉課

重 点 施 策 ク 学童保育所の適切な運営と計画的な施設整備を進めます。
5



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3
3 3 3
2 3 3 3 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

【】

06 【】

05

04 学童保育所施設等整備 箇所 2
【24】鈴蘭学童保育所は外灯設置、緑陽台学童保育所
は屋根塗装

03 下音更学童保育所ネットフェンス設置工事 ｍ 15

【24】木野東の家学童保育所及び第2木野東学童保育
所を統合した

02
木野東の家学童保育所利用者数
（延べ人数）

人 129 143 163
【H22・H23】旧木野東の家学童保育所と第2木野東の家
学童保育所の利用者数の計

01 学童保育所数 箇所 9 9 8

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 69,137 244,089

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05 【】

【H23】学童保育所の前にある住宅との境界線を明確に
でき、安全管理ができるようになった。

04 学童保育所施設等整備 1,211

03 下音更学童保育所ネットフェンス設置工事 294

【24】鈴蘭学童保育所は外灯設置、緑陽台学童保育所
は屋根塗装

02 木野東の家学童保育所改築事業 7,599 169,323 【H23】24年度の改築に向けた実施設計等

01 学童保育所管理運営 61,244 73,555
【H23】23年度から保護者会による運営から町直営に変
更した。

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 73 23 24

22 46 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
23年度までは町の直営で小集団療育を行っていたが、24年度からは業務を民間法人に委託し、業務内容を拡充して身近な地
域の障害児支援の専門施設としての役割を担っている。

施 策 の 課 題 利用者の増加に応えうる療育機会や療育基盤の拡充と療育内容の更なる充実。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

母子通園センターから子ども発達支援センターへの移行に合わせ、民間への業務委託を行い、支援体制の拡充を図ってい
る。利用者も大幅に増加しており、今後も子どもの発達についての保護者からの相談など、的確なサポート体制の充実に努め
ていく必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

療育を必要とする障がい児の数は増加しており、早期発
見・早期療育のニーズは高まっている。また、専門性を高
めるため、作業療法士等の専門職員の配置を行い内容
の充実が求められている。

( 5 )
Ｈ24年度から名称を子ども発達支援センターに改め、業
務を民間委託とする。Ｈ23年度は民間への業務引継の
みを行った。

24年度 5

発達に心配がある児童にとって早期発見・早期療育の有
効性は高い。児童に対する療育内容の充実はもとより、
児童と保護者双方に対する支援の充実も図らなければな
らない。また、利用者数の増加に伴う発達支援基盤や療
育機会拡充の必要性も高まっている。

5

著しい利用者数の増加に概ね対応できており、早期発
見・早期療育の体制が整い始めている一方、相談支援
体制や作業療法士など専門職を配置した療育内容の充
実、利用者増に伴う更なる基盤整備への対応が課題と
なっている。

（基準年度対比）

（基準年度対比） 21.1% 139.5%

特記事項
【24】23年度までは母子通園センターでの児童デイサービス事業利用対象者。24年度は児童発達支援
事業、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援事業等の法定サービス利用対象者。

24年度実績

14.1% 51.6%

特記事項
【24】23年度までは母子通園センターにおいて受けた発達相談件数。

回 38 91

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 64 97

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１
子ども発達支援センター法定サービ
ス利用対象者

子ども発達支援センターにおいて法定サービスを利用した児童の年間の実
人数

数値２ 子ども発達支援センター相談件数 発達支援専門員が発達相談を受けた件数

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 福祉課

重 点 施 策 ケ 障がいや発達の遅れなど、つまずきの見られる子どもに対する発達支援体制を充実させます。
5



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

【】

06 【】

05

04

03

【２３】２３年度までは母子通園センターの実数。
【２４】民間委託後の子ども発達支援センターの実数。

02

01 子ども発達センター療育回数 回 1,853 2,113 2,820

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 4,597 33,622

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05 【】

04

03

02

01 子ども発達支援センター事業 4,597 33,622
【２３】業務引継に係る委託料及び施設改修。
【２４】民間法人への委託料を含む総事業費。

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 274 23 24

22 145 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
一時保育や子育てサポート事業を実施し、ひとり親家庭等への支援を実施している。また、会員名簿の整理を行うとともに、援
助会員への講習会を実施し、安心安全な事業を取り組んでいる。

施 策 の 課 題
子育てサポート事業においては、依頼会員へのニーズに対応することが難しくなっており、援助会員を増やすことが課題となっ
ている。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

一時保育、子育てサポート事業など各種保育サービスの実施により、引き続きひとり親家庭等の仕事と育児の両立を支援す
る体制を充実していく必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

ひとり親等の仕事と育児の両立を各種事業で支援する必
要がある。

( 5 )
保育園など通常時間では対応できない時間帯の支援
や、育児の休息などを促進することができた。

24年度 5 同上 4
前年度と同様に、一時保育の実施などにより、保育園の
通常時間では対応できない時間帯の支援や育児の休
息など、ひとり親等の育児負担の軽減を図っている。

（基準年度対比）

（基準年度対比） 5.8% △38.7%

特記事項
【H22・H23】音更保育園、鈴蘭保育園で実施

24年度実績

△45.5% △28.8%

特記事項
【24】登録会員名簿の整理等を行い、実際に必要とされる会員を登録したため、減少した。

会員数 137 84

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 503 358

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 一時保育の実施 一時保育の利用者数

数値２ 子育てサポート事業会員数
地域において、育児に関する相互援助活動を行う子育てサポート事業の会
員数

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 子ども福祉課

重 点 施 策 コ ひとり親等の仕事と育児の両立を支援するため、保育サービスなどの利用を促進します。
5



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2 3 3 3 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

【】

06 【】

05

04

03

02 会員数 人 137 145 84

01 実施箇所 箇所 2 2 2

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 881 881 981

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05 【】

04

03

02 子育てサポート事業 91 91 31

01 一時保育の実施 790 790 950
【H23】町立音更保育園と民間鈴蘭保育園の2箇所（民間
補助）

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 164 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 23年度から休日保育を実施し、保育サービスの充実を推進している。

施 策 の 課 題 保育サービスの向上が求められており、今後も現施策による推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

女性の社会参加を促進する上でも、仕事、家庭、地域社会の調和を保ち男女が生活していけるよう、引き続き町民のニーズを
踏まえたサービスを充実させる必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

家庭と仕事の両立を支援するため、日曜日、祝日におい
て保育に欠ける児童の保育などのサービスの充実は必
要な施策である。

( 5 )
日曜日、祝日において保育に欠ける児童の保育が実施
できた。

24年度 5 同上 4
前年度と同様に日曜日、祝日において保育に欠ける児
童の保育を実施している。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H23】23年度より実施

24年度実績

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

延べ件数 0 132

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 休日保育の実施 日曜日、祝日において保育に欠ける児童の保育（木野南保育園）

数値２

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 子ども福祉課

重 点 施 策 サ
家庭と仕事の両立を支援するため、保育サービスなどの充実に努めるとともに、職場の理解に向けた啓発を進めま
す。 5



平均 2.5 3 2.5 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2 2 2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

【】

06 【】

05

04

03

02 家庭的保育の延べ実施件数 件 【H23・H24】未実施

01 休日保育の実施延べ実施件数 件 164 132

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 3,394 3,445

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05 【】

04

03

02 家庭的保育事業 【H23・H24】未実施

01 休日保育の実施 3,394 3,445 【H23】民間木野南保育園に対する補助

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 0 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 ２４年度までは未実施となっている。

施 策 の 課 題 現施策により推進するが、事業所の理解を深めていくため、持続的な啓発活動が必要になる。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

女性の社会参加を進め、男女共同参画社会を実現していくために、男女共同参画基本計画を策定するとともに仕事と家庭の
両立を支援し、町民や事業者への啓発に努めていく必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

女性の社会参加を促進するため、家庭と仕事の両立を支
援することは重要な施策である。

( 2 ) 23年度においては未実施である。

24年度 5 同上 1
平成24年においても実施には至っていない。平成26年
度策定の男女共同参画基本計画において手法等を検
討していく。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

24年度実績

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

件 0 0

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１
ワークライフバランスに係る啓発活
動数

ワークライフバランスの普及に係る啓発活動数

数値２

重 点 項 目 ５ 地域ぐるみで子どもを育てるまちづくり 担当部署 企画課

重 点 施 策 サ
家庭と仕事の両立を支援するため、保育サービスなどの充実に努めるとともに、職場の理解に向けた啓発を進めま
す。 5



平均 2 2
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 2

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

【】

06 【】

05

04

03

02

01
ワークライフバランスの普及に係る啓発活動を行っ
た対象事業所数

0 0 0

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05 【】

04

03

02

01 ワークライフバランスの啓発活動 0 0 0

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



評価年度

必要性 推進状況
計画書
掲載頁

ア
市街地では、コミュニティバスの利便性の向上に努めます。（公共
交通） 5 4 51

イ
農村部では、スクールバスの混乗利用や他の方策も検討し、利便
性の向上に努めます。（公共交通） 5 4 51

ウ
介護予防事業の充実強化をはかり、参加を促進します。（高齢者
福祉） 5 5 95

エ
虚弱な高齢者などが地域で自立した生活ができるように支援する
サービスを実施します。（高齢者福祉） 5 5 95

オ
認知症高齢者などが住み慣れた地域で暮らせるよう、地域密着型
サービス基盤の整備を進めます。（高齢者福祉） 5 5 95

カ
寝たきりの高齢者などの在宅生活を支援するサービスを実施しま
す。（高齢者福祉） 5 5 95

キ
日常生活を支え、社会活動に参加できるように総合的な支援をは
かります。（障がい者福祉） 5 5 97

5.00 4.71
重点項目の

推進状況の評価 Ａ

重点施策（分野）

平成２４年度

農村部は市街地と比べ既存の路線バスの便数も少ないことから交通手段の確保のためのスクールバスの混乗利用を
行っている。高校生の利用状況によって年度ごとの増減はあるが、一般の利用については、160名から230名で推移し
ており、一定の利用がなされている。現在の利用を進めるとともに利便性の向上のための検討を行う必要がある。

地域密着型サービス事業所が新たに１か所開設され、施策の推進が図られている。認知症高齢者は増加傾向にあり、
引き続き個別計画に基づき、地域社会全体での高齢者支援が必要である。

寝たきり高齢者などが安心して生活できるよう、引き続きニーズに応じて各種サービスを提供する必要がある。

重点施策の必要性及び推進状況の平均

通所型介護予防教室の参加者数が増えており、高齢化・核家族化により高齢者夫婦世帯が増加傾向にある中、でき
るだけ自立した生活を継続できるよう、引き続き日常生活の支援体制を充実させる必要がある。

高齢者ができるだけ自立した生活を継続していくために必要なサービスの提供が図られている。今後は地域との連携
も含め検討していく必要がある。

Ａ 順調に進んでいる（4.50～5.00）
Ｂ 概ね順調に進んでいる（4.00～4.49）
Ｃ 推進が必要（3.00～3.99）
Ｄ 更なる推進が必要（0～2.99）

総合評価（施策の方向性）

高齢者など交通弱者が買物や通院をする際の足の確保のためコミュニティバスを運行している。引き続き各停留所の
利用率等を見極めながら路線の見直しなど利便性の向上の検討を行う必要がある。

重点項目の
推進状況

農村部においてはスクールバスの混乗利用により町民の足の確保に努めているが、利便性の向上について検討する必要がある。また、コミュニティバスについても、
利用率等を見極めながら路線の見直しなどを検討する必要がある。その他の施策については順調に進んでおり、高齢者や障がい者が地域で安心して暮らしていける
よう、サービスの実施や基盤整備に努めている。

各種事業の実施により施策の推進が図られている。今後も「障害者福祉計画」及び「障害福祉計画」に基づき、障がい
者に対する各種支援を行う必要がある。

第５期総合計画：重点施策推進管理評価調書【重点項目６】

重点項目
６ 誰もが安心して暮らせるまちづくり

高齢者や障がい者が住みなれた地域で安心して暮らせる環境づくりを進めます。

重点施策



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 33,112 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ６ 誰もが安心して暮らせるまちづくり 担当部署 企画課

重 点 施 策 ア 市街地では、コミュニティバスの利便性の向上に努めます。
6

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ コミュニティバス利用者数 コミュニティバス（２台）を利用した人の年間延べ人数

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

△3.0% △5.5%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 34,132 32,267
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

交通弱者の足を確保し、コミュニティの更なる拡大のた
め、より利便性を図り、利用実績を増加させる必要があ
る。

( 5 )

22年度実績と比較して利用者は３％減少しているが、２
１年度からの時点達成率は予定を上回っている。現状
の路線系統の中で利便性を増加させる方法を検討した
い。

24年度 5
前年度と同様に交通弱者の足の確保や地域コミュニティ
形成の推進のため必要な施策である。

4
22年度実績と比較して利用者は5.5％減少した。乗降調
査を実施したところ、住民の足として定着した一方で、利
用者の固定化傾向が見られた。施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
平成21年度にバリアフリーに対応したノンステップバスに更新を行ったことから、22年度利用者は急増したが、22年度と比較し
て23年度は3％、24年度は5.5％減少した。

施 策 の 課 題 利便性の向上が求められており、今後も現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

高齢者など交通弱者が買物や通院をする際の足の確保のためコミュニティバスを運行している。引き続き各停留所の利用率
等を見極めながら路線の見直しなど利便性の向上の検討を行う必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 コミュニティバス運行事業 9,195 9,778 11,258

02

04

03

05 【】

06 【】

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 9,195 9,778 11,258

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02

01 コミュニティバス利用者数 人 34,132 33,112 32,267

04

03

【】

06 【】

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 929 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ６ 誰もが安心して暮らせるまちづくり 担当部署 企画課

重 点 施 策 イ 農村部では、スクールバスの混乗利用や他の方策も検討し、利便性の向上に努めます。
6

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ スクールバス利用者数 農村部スクールバス混乗利用者の年間延べ人数

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

△37.0% △28.5%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 1,474 1,054
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H24】高校生の利用者数は191名増の894名、一般の利用者は66名減の160名、合計1,054名の利用
状況となっている。

農村地域の足の確保として、スクールバスの混乗利用は
必要な施策である。

( 4 )

高校生の利用者数は602名減の703名、一般の利用者
は57名増の226名、合計929名の利用状況となってお
り、一般利用者が増加傾向にあったことから他の方策
の検討には至っていない。

24年度 5
前年度と同様に、農村地域の足の確保のため必要な施
策である。

4

高校生の利用者数は191名増の894名、一般の利用者
は66名減の160名、合計1,054名の利用状況となってお
り、高校生の利用者は増となったが、一般利用者は減と
なった。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 スクールバス利用者数は、23年度は減少したが、24年度は若干増加している。

施 策 の 課 題 利便性の向上が求められており、今後も現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

農村部は市街地と比べ既存の路線バスの便数も少ないことから交通手段の確保のためのスクールバスの混乗利用を行って
いる。高校生の利用状況によって年度ごとの増減はあるが、一般の利用については、160名から230名で推移しており、一定の
利用がなされている。現在の利用を進めるとともに利便性の向上のための検討を行う必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 スクールバス運行軽費 54,620 54,481 55,767

02

04

03

05 【】

06 【】

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 54,620 54,481 55,767

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H24】高校生の利用者数は191名増の894名、一般の利
用者は66名減の160名、合計1,054名の利用状況となっ
ている。

02

01 農村部スクールバス混乗利用者数 人 1,474 929 1,054

04

03

【】

06 【】

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 2 3 2

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 2 3 2



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 4,170 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ６ 誰もが安心して暮らせるまちづくり 担当部署 高齢者福祉課

重 点 施 策 ウ 介護予防事業の充実強化をはかり、参加を促進します。
6

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 介護予防事業参加者数 各種介護予防事業に参加する1年間の延べ参加者数

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

△0.4% △6.9%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 4,187 3,900
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H23】対象者の把握方法が変更になった。
【H24】寄り合い所と生きがいデイサービスを統合し、通所型介護予防教室を新規に立ち上げた。

生活機能低下が認められる特定高齢者に、介護予防プ
ログラムを実施し、要介護状態への進行を予防すること
が必要であり、今後も必要な施策である。

( 5 )
参加者は前年度からほぼ横ばいの状況であるが、生き
がいデイサービス以外の事業参加者は増加している。

24年度 5 同上 5

生きがいデイサービスと寄り合い所を統合、対象者の中
には介護保険サービスへと移行した人もいたため、全
体的な人数はやや減少しているが、統合した通所型介
護予防教室の利用者は増加し、施策の目的が図られて
いる。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
参加者数の推移はやや減少しているが、生きがいデイサービスと寄り合い所を統合し、特定高齢者に該当すれば通所型介護
予防教室に参加できるようになり、新規参加者が増加した。運動プログラムの実施により、介護認定に移行する率は減少して
いる。

施 策 の 課 題
住民の介護予防に対する必要性や認知度が低く、対象となっても事業に結びつかないケースが見られるが、定期的にチェック
リストを送付する事で事業のＰＲにもつながるため、現施策の推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

通所型介護予防教室の参加者数が増えており、高齢化・核家族化により高齢者夫婦世帯が増加傾向にある中、できるだけ自
立した生活を継続できるよう、引き続き日常生活の支援体制を充実させる必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 宅老所運営事業補助 250 250 【H23】H23年度末をもって廃止

02 介護予防教室事業 12,526 12,536 12,580
【H24】生きがいデイサービスは２３年度で終了。寄り合
い所と統合し通所型介護予防教室「すまいる」として実
施。

04 寄り合い所 2,879 2,918

03 転倒骨折予防教室 6,900 6,990 7,050

【H23】H23年度で終了。H24年度より生きがいデイサー
ビスと統合し通所型介護予防教室を新規に実施する。

05 二次予防事業対象者把握事業 5,465 2,663 1,043
【H24】対象者を２３年度の基本チェックリストで「特定高
齢者」と判定され、介護予防事業に参加しなかったもの
や、未返送のもの等に変更した

06 口腔機能向上教室 186 184 208

08 二次予防事業評価事業 10 13

07 栄養改善教室 9 28 41

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 28,215 25,579 20,935

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H23】H23年度末をもって廃止

02 介護予防教室参加延べ人数 名 1,992 1,647 1,739
【H24】生きがいデイサービスは２３年度で終了。寄り合
い所と統合し通所型介護予防教室「すまいる」として実
施。

01 豊田きらく苑運営委員会に対する補助 委員会 1 1

04 寄り合い所参加延べ人数 名 258 384 【H23】H23年度で事業終了

03 転倒骨折予防教室参加延べ人数 名 1,693 2,004 2,020

【H24】対象者を２３年度の基本チェックリストで「特定高
齢者」と判定され、介護予防事業に参加しなかったもの
や、未返送のもの等に変更した

06 口腔機能向上教室参加延べ人数 名 134 110 110

05 特定高齢者把握数 名 373 1,908 1,204

08 二次予防事業評価回数 回 1 1 1

07 栄養改善教室参加延べ人数 名 22 25 31

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 3 3 3

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3

7 3 3 3 3
6 3 3 3 3

8 2 3 3 3
平均 2.88 3 3 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 1,908 23 24

22 4,170 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ６ 誰もが安心して暮らせるまちづくり 担当部署 高齢者福祉課

重 点 施 策 エ 虚弱な高齢者などが地域で自立した生活ができるように支援するサービスを実施します。
6

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１
特定高齢者（二次予防事業対象者）
把握事業

把握した特定高齢者の人数

数値２ 介護予防事業利用者数 介護予防事業利用者の延べ人数

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

411.5% 222.8%

特記事項

人 4,187 3,900

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 373 1,204
（基準年度対比）

（基準年度対比） △0.4% △6.9%

特記事項
【H24】回収数2,608人（回収率93.6％）、特定高齢者決定数1,204人（決定率46.1％）

特定高齢者決定者を二次予防事業につなげるため必要
な施策である。

( 5 )
高齢者などが自立した生活を営めるよう各種支援サー
ビスを実施している。

24年度 5 同上 5

介護予防事業利用者については、介護保険サービスへ
の移行などにより全体としてはやや減少しているが、通
所型介護予防教室の利用者は増加するなど、前年度同
様に高齢者などが自立した生活を営めるよう各種支援
サービスを実施している。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
特定高齢者の把握に努めるとともに、介護予防事業利用者については、介護保険サービスへの移行などにより全体としては
やや減少しているが、通所型介護予防教室の利用者は増加するなど、各種サービスの提供などを概ね計画どおり実施してい
る。

施 策 の 課 題
高齢者が住み慣れた自宅や地域で生活を継続するためには、国の制度だけでは限界があることから、要介護認定非該当者
等に対し、町独自のきめ細やかなサービスを提供するなど、本施策の推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

高齢者ができるだけ自立した生活を継続していくために必要なサービスの提供が図られている。今後は地域との連携も含め
検討していく必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 福祉電話貸与事業 181 179 164

02 緊急通報装置設置事業 1,202 1,167 1,637

【H22.23.24】給付実績はないが、必要な場合に給付でき
る

04 移送サービス事業 3,125 3,048 2,886

03 日常生活用具給付事業

05 福祉用具貸与事業 45 15 17

06 生活管理指導短期宿泊事業（生きがいショートステイ事業） 【H24】利用者なし

【H24】生きがいデイサービスは２３年度で終了。寄り合い
所と統合し通所型介護予防教室「すまいる」として実施。

08 成年後見制度利用促進支援事業 432 378 691

07 介護予防教室事業 12,526 12,536 12,580

09 訪問介護事業 14,841 11,735 8,257

10 地域見守りネットワーク体制の構築

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 32,352 29,058 26,232

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02 緊急通報装置の設置・貸与 件 306 301 318

01 福祉電話の貸与 件 9 8 7

【H22.23.24】給付実績はないが、必要な場合に給付でき
る

04 移送サービス利用延べ人数 名 208 199 185

03 日常生活用具の給付

06 介護認定非該当者等に対するショートステイ 【H24】利用者なし

05 特殊寝台、車椅子等の短期間貸与 人 11 8 14

【H24】生きがいデイサービスは２３年度で終了。寄り合い
所と統合し通所型介護予防教室「すまいる」として実施。

08 成年後見制度に関する相談数 名 10 2 10

07 介護予防教室参加延べ人数 名 1,992 1,647 1,739

10 地域見守りネットワーク体制の確立
【H24】ネットワークの構築に向け関係機関と協議を行い、
体制整備の準備を行った

09 ホームヘルプサービス 人 66 51 46

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 2 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 2 2
2 3 2 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 3 3 3

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3

7 3 3 3 3
6 3 3

9 3 3 3 3
8 3 2 3 3

10 2 2 2 2
平均 2.8 2.5 2.8 2.88



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 9 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ６ 誰もが安心して暮らせるまちづくり 担当部署 高齢者福祉課

重 点 施 策 オ 認知症高齢者などが住み慣れた地域で暮らせるよう、地域密着型サービス基盤の整備を進めます。
6

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 地域密着型サービス事業所数
認知症対応型通所介護（認知症デイサービス）、小規模多機能型居宅介
護、認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）、地域密着型介
護老人福祉施設（定員29人以下の特別養護老人ホーム）

数値２

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

28.6% 42.9%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

施設 7 10
（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H23】小規模多機能型居宅介護、地域密着型介護老人福祉施設を各1施設ずつ整備
【H24】認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）１施設整備

地域密着型サービス基盤の整備を進めるため必要な施
策である。

( 5 )

第5期音更町高齢者保健福祉計画及び介護保険事業
計画（H24～H26）の前倒しとして、小規模多機能型居宅
介護、地域密着型介護老人福祉施設を1施設ずつ整備
することにより、施策の推進が図られた。

24年度 5 同上 5

第5期音更町高齢者保健福祉計画及び介護保険事業
計画（H24～H26）に基づき、認知症対応型共同生活介
護（認知症グループホーム）を1施設整備することによ
り、施策の推進が図られた。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
第5期音更町高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画（H24～H26）に基づき、地域密着型サービス事業所として認知症対
応型共同生活介護施設（グループホーム）を１カ所整備し、高齢者福祉の向上を図った。

施 策 の 課 題
高齢者が要介護状態となっても、可能な限り住み慣れた自宅や地域で生活を継続できるよう、今後も地域密着型サービス基
盤の整備を図るなど現施策の推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

地域密着型サービス事業所が新たに１か所開設され、施策の推進が図られている。認知症高齢者は増加傾向にあり、引き続
き個別計画に基づき、地域社会全体での高齢者支援が必要である。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 地域密着型サービス基盤整備の推進 244,487 50,569
【H23】うち244,487千円は北海道の介護基盤緊急整備
特別対策事業交付金を活用し、20,000千円は町単独補
助

02 認知症高齢者支援事業 459,120
【Ｈ24】市町村認知症施策総合推進事業（国庫補助
10/10）を活用

04

03

05 【】

06 【】

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 244,487 509,689

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H23】小規模多機能型居宅介護事業所きずな、地域密
着型特別養護老人ホームきずな 【H24】ふれあいの里
ＧＨおとふけ

02 認知症地域支援推進員の配置 名 1
【Ｈ24】新たに認知症地域支援推進員を配置、広報等で
周知し認知症についての相談窓口を明確にした。

01 新たに整備する地域密着型サービス事業所 施設 2 1

04

03

【】

06 【】

05

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3
2 2 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4

6
平均 3 3 2.5 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 25 23 24

22 72 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ６ 誰もが安心して暮らせるまちづくり 担当部署 高齢者福祉課

重 点 施 策 カ 寝たきりの高齢者などの在宅生活を支援するサービスを実施します。
6

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 寝具洗濯乾燥サービスの実施
在宅の寝たきり高齢者等が使用している寝具を年2回に分けて洗濯・乾燥
を行う。

数値２ 介護用品の支給
在宅の寝たきり高齢者等を介護している方に、オムツ等の介護用品を購入
できる利用券を交付する。

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

△7.4% △29.6%

特記事項

人 89 89

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 27 19
（基準年度対比）

（基準年度対比） △19.1%

特記事項

寝たきりの高齢者などの保健衛生を配慮した在宅生活の
支援に寄与するために必要な施策である。

( 5 )
寝たきり高齢者などが安心して在宅生活を送るために
必要な体制を整備し、各種サービスを実施している。

24年度 5 同上 5

各種サービスの利用者はほぼ横ばいとなっており、前
年度と同様に寝たきり高齢者などが安心して在宅生活
を送るために必要な体制を整備し、各種サービスを実施
している。

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
高齢者などが安心して在宅生活を送るために必要な体制を整備し、多様なニーズに対応するための各種サービスを実施して
いる。

施 策 の 課 題
高齢者が住み慣れた自宅や地域で生活を継続するためには、国の制度だけでは限界があることから、町独自のサービスを実
施するなど、現施策の推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

寝たきり高齢者などが安心して生活できるよう、引き続きニーズに応じて各種サービスを提供する必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 施設入浴サービス事業 1,540 560

02 寝具洗濯乾燥サービス事業 435 444 383

04 家族介護用品支給事業 3,735 3,398 3,417

03 出張理髪サービス事業 588 552 444

05 家族介護者交流会の開催 300 300 300

06 家族介護慰労金の支給 100

07 徘徊高齢者家族支援事業

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 6,698 5,254 4,544

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

【H24】対象者がいなかったため給付実績なし。

02 寝具乾燥洗濯サービスを提供 人 27 25 19

01 施設において入浴サービスを提供 回 44 28

04 家族介護用品の支給 人 89 84 89

03 出張理髪サービスを提供 人 32 29 24

06 家族介護慰労金の支給 人 1 【H23.24】対象者がいなかったため給付実績なし。

05 家族介護者交流会の開催 人 26 24 25

【H23.24】事業は実施したが、利用希望者がいなかった
ため給付実績なし。

07 位置情報提供サービスを提供 人

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 2

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 3 3 3 3
2 3 3 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 3 3 3

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3

7 2 2
6 2 3 2

平均 2.57 3 2.57 3



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 328 23 24

22 118 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

重 点 項 目 ６ 誰もが安心して暮らせるまちづくり 担当部署 福祉課

重 点 施 策 キ 日常生活を支え、社会活動に参加できるように総合的な支援をはかります。
6

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 介護給付利用者実人数 介護給付サービスを利用した年間の実利用者数

数値２ 訓練給付利用者実人数 訓練給付サービスを利用した年間の実利用者数

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

24年度実績

41.4% 105.2%

特記事項
【２４】共同生活援助、自立訓練（生活訓練）、宿泊型自立訓練、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援
Ｂ型

人 84 106

25年度実績 26年度実績 27年度見込

人 232 476
（基準年度対比）

（基準年度対比） 40.5% 26.2%

特記事項
【２４】居宅介護、重度訪問介護、行動援護、療養介護、生活介護、障害児通所支援、短期入所、共同
生活介護、サービス利用計画、施設入所支援

障がい者（児）福祉サービスは、障がい者（児）が地域生
活をおくる上で必要不翔であり、今後においても引き続き
障害者自立支援法（２５年度からは障害者総合支援法）
等に基づき提供していく必要がある。

( 5 )
障がい者のニーズに基づき必要なサービス提供に努め
ている。

24年度 5 同上 5
介護給付サービスの利用者数は増加傾向にあり、前年
度と同様に障がい者のニーズに基づき必要なサービス
提供に努めている。施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 各種福祉サービスの提供により、障がい者の日常生活を支え、総合的な支援を実施している。

施 策 の 課 題 施策に対する課題等はなく、現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

各種事業の実施により施策の推進が図られている。今後も「障害者福祉計画」及び「障害福祉計画」に基づき、障がい者に対
する各種支援を行う必要がある。



１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

01 コミュニケーション支援事業 516 363 413

02 成年後見利用支援事業 【２４】対象者なし。

04 身体障害者補装具給付費 8,784 12,926 9,150

03 奉仕員養成研修事業 45 125 42

05 身体障害児補装具給付費 5,918 7,178 7,748

06 障害者介護給付費（介護給付費・訓練等支給費） 598,662 648,650 736,235

08 障害福祉サービス等利用者負担軽減事業 932 918 1,175

07 高額障害福祉サービス 56 31 73

09 障害者自立支援特別対策費 2,752 2,399 572 【２４】激変緩和加算。２４年度で終了。

10 障害者自立支援医療費（更生医療給付費） 57,052 42,129 47,004

12 身体障害者団体の育成 810 810 810

11 知的障害者更生施設増築補助 2,000 2,000 2,000

13 身体障害者授産施設建設費補助 33,552 33,205 32,858 【２３】更葉園

14 障害者職場体験事業 100 384 527

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 711,179 751,118 838,607

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

02 成年後見利用支援事業対象者 人 【２４】対象者なし

01 コミュニケーション支援事業対象者 人 7 3 3

04 身体障害者補装具給付者数 件 136 127 116

03 奉仕員養成研修事業対象者 人 5 9 3

06
障害者介護給付（介護給付及び訓練等支給の合
計）受給者数

人 316 446 582

05 身体障害児補装具給付者数 件 66 72 75

08 障害福祉サービス等利用者負担軽減事業対象者数 人 56 57 62

07 高額障害福祉サービス対象者 人 1 1 1

10
障害者自立支援医療費（更生医療給付費）給付件
数

件 2,562 2,808 2,806

09 障害者自立支援特別対策対象件数 件 134 122 58

12 身体障害者団体の数 団体 2 2 2

11 知的障害者更生施設 施設 1 1 1

【２３】更葉園

14 障害者職場体験事業体験者 人 5 7 15

13 身体障害者授産施設建設費補助施設 施設 1 1 1

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度

3 2 2 3 3
2 3 2 3 3

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5 3 3 3 3

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4 3 3 3 3

7 3 3 3 3
6 3 3 3 3

9 2 2 3 3
8 3 3 3 3

11 2 3 3 3
10 3 3 3 3

13 3 3 3 3
12 2 3 3 3

平均 2.71 2.79 3 3
14 3 3 3 3



評価年度

必要性 推進状況
計画書
掲載頁

ア
町民と町の情報共有、意見交換の機会として、まちづくり懇談会な
ど対話の場づくりを広めます。（コミュニティ） 5 4 101

イ
まちづくりに関するさまざまな分野やテーマにおいて、町民参加を
進めます。（町民参加） 5 4 102

ウ
男女共同参画を推進する計画の策定に取り組みます。（男女共同
参画） 5 3 103

エ
町民にとって見やすい、わかりやすい広報紙となるよう、町民の
ニーズをふまえた情報提供、紙面づくりに努めます。（広報、広聴、
情報公開）

5 5 105

オ
情報公開条例に基づき、町の情報の積極的な公開に努めます。
（広報、広聴、情報公開） 5 5 105

カ
広報手段としてホームページがより一層活用されるよう、内容の充
実と管理、見やすさの向上などに努めます。（広報、広聴、情報公
開）

5 5 105

5.00 4.43
重点項目の

推進状況の評価 Ｂ

重点項目の
推進状況

町民自治によるまちづくりを進めるため、町民と町の対話の機会の充実や、広く町民がまちづくりに参加しやすい環境づくりを進めていく必要がある。また、男女共同
参画推進計画は、平成２６年度の策定に向け、策定作業を着実に進める必要がある。その他の施策については概ね順調に進んでおり、広報紙、ホームページ等によ
る情報発信の充実や健全な財政運営に努めている。

キ
財政収支の中長期的計画を作成し健全な財政運営に努めるととも
に、会計の公明化を進めます。（財政運営） 5

Ａ 順調に進んでいる（4.50～5.00）
Ｂ 概ね順調に進んでいる（4.00～4.49）
Ｃ 推進が必要（3.00～3.99）
Ｄ 更なる推進が必要（0～2.99）

重点施策の必要性及び推進状況の平均

水道事業については、計画的な施設更新など、引き続き安定的なサービスの提供に努める必要がある。下水道事業
については、地方公営企業法を適用し、会計の公明化が図られたことから、今後も健全な経営に努める必要がある。
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第５期総合計画：重点施策推進管理評価調書【重点項目７】

重点項目
７ 情報の共有を進め参加の輪が広がるまちづくり

町からの情報提供を充実し、町民と町の情報の共有を進めるとともに、誰もがさまざまな分野に参加できるまちづくりを進めます。

重点施策

5

重点施策（分野）

町民との協働のまちづくりを進めるためには、情報の共有が不可欠であり、情報公開条例の趣旨に則り、引き続き広
報紙やホームページなど各種媒体の充実を図り、町の情報の積極的な公開を推進する必要がある。

インターネットの普及によりホームページの情報発信力は高まっており、有効な広報手段として町民との情報の共有や
まちの効果的なＰＲなど、より多くの活用がなされるよう、引き続き内容の充実や見やすさの向上を図る必要がある。

限られた財源を効率的かつ効果的に活用するため、平成23年度から平成27年度までの中期財政運営計画に基づく適
切な執行や主要事業のとりまとめを行いながら、引き続き健全な財政運営に努める必要がある。

平成２４年度

総合評価（施策の方向性）

まちづくり懇談会については、開催地域が固定化される傾向にあることから、広く制度の周知に務めるとともに、地域や
町民個々との対話の機会の充実を検討する必要がある。

町民自治によるまちづくりを進めるため、これまで以上に情報の共有を進め、パブリックコメント制度や審議会への公
募委員の募集などに加え、アンケート調査や懇談会の実施など広く町民がまちづくりに参加しやすい環境づくりを進め
ていく必要がある。

平成24年度において計画策定のスケジュールを立てたが、協働のまちづくりを進めるために性別を問わずあらゆる分
野で活躍できる男女共同参画社会を推進するため、計画の策定を着実に進める必要がある。

町の情報を町民が入手するための最も基本的な媒体である広報紙の充実を図るため、引き続き町民ニーズを的確に
捉え、誰もが見やすい、わかりやすい紙面づくりを推進し、町民の満足度を高める必要がある。



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 5 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
実施回数は横ばい状態で開催地域が固定化傾向にある。回数には反映されないが行政要望を受けて文書で回答するなど、
地域が抱えている課題や意見の把握に努めている。

施 策 の 課 題 まちづくり懇談会等に加え、よりきめ細やかに町民個々との対話の機会を工夫しながら、現施策を推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

まちづくり懇談会については、開催地域が固定化される傾向にあることから、広く制度の周知に務めるとともに、地域や町民
個々との対話の機会の充実を検討する必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

町民と直接意見を交換する、貴重な対話の機会となって
いる。

( 4 )
２２年度と比較して、実施回数は横ばい状態だが、行政
要望を受けて文書で回答するなど、地域が抱えている
課題等の把握に努めている。

24年度 5
前年度と同様に町民とまちづくりの情報を共有し、直接意
見を交換する、貴重な対話の機会となっている。

4

懇談会の実施回数はほぼ横ばい状態だが、行政要望
を受けて文書で回答するなど、地域が抱えている課題
や意見の把握に努めている。24年度は懇談会とは別に
4連合町内会、3町内会に対して文書回答や面談等を
行った。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H24】宝来連合会（2回）、木野中地区連合町内会、鈴蘭地区連合町内会、共栄地区連絡協議会、音
更中央連合町内会

24年度実績

20.0%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

回 5 6

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ まちづくり懇談会の実施回数
地域毎の複数町内会で組織する地区連絡協議会等と行う「まちづくり懇談
会」の実施回数（年間）

数値２

重 点 項 目 ７ 情報の共有を進め参加の輪が広がるまちづくり 担当部署 広報広聴課

重 点 施 策 ア 町民と町の情報共有、意見交換の機会として、まちづくり懇談会など対話の場づくりを広めます。
7



平均 3 2 3 2
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 2 3 2

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06 【】

05

04

03

【H24】宝来連合会（2回）、木野中地区連合町内会、鈴
蘭地区連合町内会、共栄地区連絡協議会、音更中央連
合町内会

02

01 まちづくり懇談会の実施回数 回 5 5 6

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 9 11 11

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05

04

03

02

01 まちづくり懇談会の実施 9 11 11

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

20 0 23 24

22 6 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
平成24年度からまちづくりアンケートを実施し、44.1％の回収率となった。また、パブリックコメント制度については、24年度はパ
ブリックコメントの実施が1回にとどまり、町民からの意見はなかった。

施 策 の 課 題 パブリックコメントや各種審議会、アンケート調査等を通じて現施策を推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

町民自治によるまちづくりを進めるため、これまで以上に情報の共有を進め、パブリックコメント制度や審議会への公募委員の
募集などに加え、アンケート調査や懇談会の実施など広く町民がまちづくりに参加しやすい環境づくりを進めていく必要があ
る。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

町民参加については、まちづくり基本条例においても「ま
ちづくりの基本原則」として規定している。

( 4 )
5回のパブリックコメント実施に対して、6件の意見をいた
だいたが、更に拡大していく必要がある。

24年度 5
前年度と同様に町民参加については、まちづくり基本条
例においても「まちづくりの基本原則」としており、施策を
推進する必要がある。

4

平成24年度からまちづくりアンケートを実施し、44.1％の
回収率となった。また、パブリックコメントの実施は1回
あったが、意見はなかった。また、まちづくりに関して町
民から意見等をもらう「町民声のポスト」には106件の参
加があった。

（基準年度対比）

（基準年度対比） 50.0% △100.0%

特記事項
【23】アンケート未実施

24年度実績

△100.0% 4.0%

特記事項

％ 4 0

25年度実績 26年度実績 27年度見込

件 42 44

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ まちづくり町民アンケート回収率 アンケートの町民からの回収率（平成24年度から実施）

数値２ パブリックコメントへの意見数 パブリックコメント制度により町民から意見があった数

重 点 項 目 ７ 情報の共有を進め参加の輪が広がるまちづくり 担当部署 企画課

重 点 施 策 イ まちづくりに関するさまざまな分野やテーマにおいて、町民参加を進めます。
7



平均 3 2 3 2
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2 3 2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 2 3 2

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

【】

06 【】

05

04

03

【H24】1回のパブリックコメントの実施に対し、意見はな
かった。

02 まちづくり町民アンケート回収率 ％ 未実施 未実施 44 【H24】1,000人に依頼し、441件の回答があった。

01 パブリックコメント制度における町民からの意見数 件 4 6 0

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05 【】

04

03

02 まちづくり町民アンケートの実施 0 0 0

01 まちづくりの場への町民参加の推進 0 0 0

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 0 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 22・23・24年度は未着手となっている。

施 策 の 課 題 現施策により推進するが、計画策定に当たっては、町民の意見を取り入れ、本町の実情に即したものとする必要がある。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

平成24年度において計画策定のスケジュールを立てたが、協働のまちづくりを進めるために性別を問わずあらゆる分野で活
躍できる男女共同参画社会を推進するため、計画の策定を着実に進める必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

音更町第５期総合計画の重点施策であり、必要な施策で
ある。

( 2 ) 未着手のため、早急に取り組む必要がある。

24年度 5
協働のまちづくりを進めるため、性別を問わずあらゆる分
野で活躍できる男女共同参画社会の推進は必要な施策
である。

3
他自治体の事例の調査などを行い、本町での計画策定
スケジュールを立てた。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【H22・H23・H24】未着手のため実績なし

24年度実績

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

回 0 0

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 計画策定に係る会議等の回数 男女共同参画計画策定に係る会議等の回数

数値２

重 点 項 目 ７ 情報の共有を進め参加の輪が広がるまちづくり 担当部署 企画課

重 点 施 策 ウ 男女共同参画を推進する計画の策定に取り組みます。
7



平均 3 1 3 1
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 1 3 1

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06 【】

05

04

03

【H24】他自治体の事例の調査などを行い、本町での計
画策定スケジュールを立てた。

02

01 計画策定に係る会議等の回数 回 0 0 0

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05

04

03

02

01 男女共同参画に関する計画の策定

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

20 86 24 25

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
毎月１回、町からの情報発信として「広報おとふけ」を発行しており、アンケートによる町民の満足度は80%を上回る結果となっ
ている。

施 策 の 課 題 見やすさ、わかりやすさを考えた紙面づくりに努めるなど、現施策の推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

町の情報を町民が入手するための最も基本的な媒体である広報紙の充実を図るため、引き続き町民ニーズを的確に捉え、誰
もが見やすい、わかりやすい紙面づくりを推進し、町民の満足度を高める必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

町民への情報伝達の手段として、最も重要な媒体であ
り、町民ニーズを踏まえた紙面づくりに今後とも努力して
いく必要がある。

( 5 )
各種制度や施策について、広報紙による町民への周知
が図られている。

24年度 5 同上 5
各種制度や施策について、広報紙により町民への周知
を図っており、アンケートによる町民の満足度は80%を上
回る結果となっている。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
各年度における実績値は翌年度に実施したアンケートの数値を使用

24年度実績

△0.1% △2.2%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

％ 86 84

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１
「広報紙やホームページなどの情報
提供」に対する満足度

まちづくり町民アンケートで「広報紙やホームページなどの情報提供」に対し
て「満足」、「やや満足」、「普通」と回答した割合

数値２

重 点 項 目 ７ 情報の共有を進め参加の輪が広がるまちづくり 担当部署 広報広聴課

重 点 施 策 エ
町民にとって見やすい、わかりやすい広報紙となるよう、町民のニーズをふまえた情報提供、紙面づくりに努めま
す。 7



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06 【】

05

04

03

【】毎月1回発行

02

01 広報おとふけの発行 回 12 12 12

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 9,698 9,339 8,997

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05

04

03

02

01 広報紙発行 9,698 9,339 8,997

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 1,549 23 24

22 113 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移 広報紙やホームページにより町の情報を公開しているほか、情報公開条例に基づき公文書の開示を行っている。

施 策 の 課 題
情報公開条例に基づく開示請求を行わずとも、情報に接することができるように環境と意識を向上させていくことが重要である
ことから、現施策の推進が必要である。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

町民との協働のまちづくりを進めるためには、情報の共有が不可欠であり、情報公開条例の趣旨に則り、引き続き広報紙や
ホームページなど各種媒体の充実を図り、町の情報の積極的な公開を推進する必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

情報公開を推進し、町政に対する町民の理解と信頼を深
めるために必要な施策である。

( 5 )
広報紙やホームページにより町の情報を公開している
ほか、情報公開条例に基づく公文書の開示を行ってい
る。

24年度 5 同上 5
前年度と同様に各媒体により町の情報を公開している。
ホームページによる情報公開も定着しており、公開ペー
ジ数も増加傾向にある。

（基準年度対比）

（基準年度対比） △59.4% △93.2%

特記事項
【H24】
新たな制度や行事など、情報提供のためのページ数は増加傾向にある。

24年度実績

12.5% 20.4%

特記事項
【H23・24】公文書開示件数については、1通の開示請求に対して開示する公文書の件数が1件のこともあれば100件
を超えることもあるなど、対象によるばらつきが大きい。

件 278 19

25年度実績 26年度実績 27年度見込

ページ 1,377 1,658

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 町ホームページのページ数 町ホームページへの情報掲載ページ数

数値２
情報公開条例に基づく開示決定件
数

情報公開条例に基づく開示決定件数（部分開示を含む。）

重 点 項 目 ７ 情報の共有を進め参加の輪が広がるまちづくり 担当部署 情報・防災課

重 点 施 策 オ 情報公開条例に基づき、町の情報の積極的な公開に努めます。
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平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

【】

06 【】

05

04

03

【H24】新たな制度や行事など、情報提供のためのペー
ジ数は増加傾向にある。

02

01 ホームページへの掲載ページ数 ページ 1,377 1,549 1,658

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05 【】

04

03

02

01 町の情報の公開

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 122,002 23 24

20 86 24 25

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
情報提供の一つであるホームページについて、アンケート調査の結果や、アクセス数が着実に伸びていることから、情報源とし
て活用されている。

施 策 の 課 題 現施策により推進していくが、情報の速やかな更新やより検索のしやすいものとなるよう努める必要がある。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

インターネットの普及によりホームページの情報発信力は高まっており、有効な広報手段として町民との情報の共有やまちの
効果的なＰＲなど、より多くの活用がなされるよう、引き続き内容の充実や見やすさの向上を図る必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

町の制度や施策の周知は、ホームページにより速やかに
提供することが必要である。

( 5 )
平成22年9月からホームページをリニューアルしたことに
より、アクセス件数が増加しているため、情報源として活
用されている。

24年度 5 同上 5
町民の満足度は84.1％でありアクセス件数も増加してい
る。町からの情報源の一つとして一定程度活用されてい
るものと評価している。

（基準年度対比）

（基準年度対比） △0.1% △2.2%

特記事項
【H22】平成22年9月15日から新ホームページに移行し公開を開始。

24年度実績

59.6% 151.9%

特記事項
各年度における実績値は翌年度に実施したアンケートの数値を使用

％ 86 84

25年度実績 26年度実績 27年度見込

件 76,434 192,521

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 町ホームページへのアクセス数
町ホームページに各種制度や情報のほか広報おとふけを掲載。ホーム
ページへの延べアクセス件数の数値

数値２
「広報紙やホームページなどの情報
提供」に対する満足度

まちづくり町民アンケートで「広報紙やホームページなどの情報提供」に対し
て「満足」、「やや満足」、「普通」と回答した割合

重 点 項 目 ７ 情報の共有を進め参加の輪が広がるまちづくり 担当部署 広報広聴課

重 点 施 策 カ 広報手段としてホームページがより一層活用されるよう、内容の充実と管理、見やすさの向上などに努めます。
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平均 2 3 2 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 2 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

【】

06 【】

05

04

03

02

01 ホームページへのアクセス数 件 76,434 122,002 192,521

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 4,200 180 180

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05 【】

04

03

02

01 ホームページの内容の充実 4,200 180 180
【】22年度はホームページのリニューアルに係る事業
費、23年度以降は管理費となっている。

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 0 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
平成24年度の当初予算は、5期ぶりに7千万円の収支不足となったが、効率的な予算執行に努めた結果、最終的には繰入れ
を取りやめることができたことから、結果的に収支不足はなかった。

施 策 の 課 題 施策に課題等はなく、現施策により推進する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

限られた財源を効率的かつ効果的に活用するため、平成23年度から平成27年度までの中期財政運営計画に基づく適切な執
行や主要事業のとりまとめを行いながら、引き続き健全な財政運営に努める必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

財政健全化5か年計画(H17～H22)の精神を引き継ぎ、町
が将来にわたって自らの判断と責任のもと、安定的な財
政運営を行っていくために必要な施策である。

( 5 )

限られた財源を効率的かつ効果的に活用するため、平
成23年度から27年度までの中期財政運営計画を策定し
た。また、当初予算時において財政収支不足はなく、年
度末には地域振興基金に2億5,890万円を積み立てた。

24年度 5 同上 5

当初予算時においては収支不足を補うため、地域振興
基金から7千万円を、除雪費の財源として財政調整基金
から5千万円をそれぞれ繰り入れることとした。最終的に
は財政収支の状況により繰入れを取りやめたことから、
収支不足は発生しなかった。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項

24年度実績

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

千円 0 0

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 財政収支の過不足額 歳入（収入）と歳出（支出）の差引額

数値２

重 点 項 目 ７ 情報の共有を進め参加の輪が広がるまちづくり 担当部署 財政課

重 点 施 策 キ 財政収支の中長期的計画を作成し健全な財政運営に努めるとともに、会計の公明化を進めます。
7



平均 2 3 2 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2 2 3 2 3

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 2 3 2 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

【】

06 【】

05

04

03

音更町中期財政運営計画（平成23年度～27年度）

02 財政状況等の公表回数 回 2 2 2
財政状況の公表に関する条例に基づく公表（6月及び12
月）

01 中期財政運営計画の策定･見直し回数 回 1 1 1

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06 【】

05 【】

04

03

02 財政状況等の公表 0 0 0

01 音更町中期財政運営計画の策定・見直し 0 0 0

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み



第５期総合計画：推進管理評価調書【施策（個表）】

重点

22 195,150 23 24

必
要
性

５
４
３
２
１

推
進
状
況

５
４
３
２
１

施
策
評
価

（
二
十
四
年
度

）

区 分 分 析 ・ 評 価 （基 準 年 度 か ら 当 該 年 度 ま で の 間）

成 果 の 推 移
水道料金の改定などにより、企業会計全体の純利益の額は大幅に減少したところであるが、適切な水準の利益を計上してい
る。下水道事業の地方公営企業法適用をはじめとして財政の公明化は進んでいる。

施 策 の 課 題
現施策により推進していくが、平成26年度以降からの新会計基準の適用などにより、財政状況が一変する危険性もあるため、
引き続き注視を要する。

総 合 評 価
( 施 策 の 方 向 性 )

水道事業については、計画的な施設更新など、引き続き安定的なサービスの提供に努める必要がある。下水道事業について
は、地方公営企業法を適用し、会計の公明化が図られたことから、今後も健全な経営に努める必要がある。

重点及び早急に推進することが必要な施策
更なる推進が必要な施策
現状で推進する施策
現状においては推進に時間を要する施策
制度等の廃止や施策の達成により、推進の必要がない施策

順調に進んでいる(80～100%) (成果の推移等も踏まえ、施策に向けて、事務事業や関連する取組が順調に進んでいる)
ある程度進んでいる(50%～80%未満) (施策に向けてある程度進んでいる)
遅れがある(20%～50%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組があまり進んでいない)
着手した程度(20%未満) (施策に向けて、事務事業や関連する取組が進み始めたばかりである)
未着手（0%）（未着手である）

25年度

26年度

施

策

の

点

検

・

評

価

区 分
必要性 推進状況

評価 評価理由 評価 評価理由

23年度 5

27年度見込

評
価
基
準

強固な経営基盤を構築し、将来にわたって安定的な事業
運営を行うために必要となる施策である。

( 5 )

適切な水準の利益を計上しており、更新事業等に要す
る財源も確保できている。
また、下水道事業については企業会計化に向けて準備
を行い、次年度から移行する。

24年度 5 同上 5

水道事業は料金改定により純利益は減少したものの、
適切な水準の利益を計上している。下水道事業は、地
方公営企業法適用により、会計の公明化へ大きく前進
した。今後は、計画的な事業運営による収支構造の改
善を図っていく。

（基準年度対比）

（基準年度対比）

特記事項
【Ｈ23】水道料金改定（Ｈ24.2から） △7.85％
【Ｈ24】公共下水道事業及び農業集落排水事業を地方公営企業法適用企業に移行

24年度実績

5.6% △69.6%

特記事項

25年度実績 26年度実績 27年度見込

千円 184,764 56,244

数 値 の
推 移 等

【数値の測定年・年度】

区 分 単位
22年度実績
（基準年度）

23年度実績

数値２

数値１

施 策 の 成 果 を
表す代表的な数値

区 分 数 値 の 名 称 説 明

数値１ 純利益又は純損失の額 各年度決算における純利益又は純損失の額（上下水道の合計）

数値２

重 点 項 目 ７ 情報の共有を進め参加の輪が広がるまちづくり 担当部署 上下水道課

重 点 施 策 キ 財政収支の中長期的計画を作成し健全な財政運営に努めるとともに、会計の公明化を進めます。
7



平均 3 3 3 3
6

３
２
１

順調に進んでいる（80％～100％）
ある程度進んでいる（50％～80％）
遅れがある、未着手（50％未満）

5

達
成
度

（実施年度における事務事業の達成度）

4
3
2

達成度 貢献度 達成度

３．事務事業の評価

事業
番号

23年度 24年度 25年度 26年度

３
２
１

大きく貢献している（施策の内容に直結する事務事業）
貢献している（施策を推進する事務事業）
貢献していない

1 3 3 3 3

27年度
貢
献
度

（施策に対する事務事業の貢献度）

貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度 達成度 貢献度

06

05

04

03

下水道事業の企業会計移行がＨ24のため、Ｈ22及びＨ
23については実績がない。

02

01 財務諸表の作成及び公表 回 1

２．代表的な成果の推移等

事業
番号

成果名 単位

代表的な成果数値 成果における特記事項
（事務事業の実施以外で、数値に影響が

あった内容）
22年度
（参考）

23年度

合 計 9,247 12,378

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

06

05

04

03

02

01 下水道事業企業会計化推進 9,247 12,378
下水道事業会計資産調査・評価委託料及び企業会計シ
ステム構築委託料

１．実績の推移等

事業
番号

事務事業名

事業費実績額（単位：千円） 実施における特記事項
（実施内容等の見直しなどの状況、

実施結果及びコストにおける課題など）
22年度
（参考）

23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
見込み


